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第1章 序論

1.1 構法 ・工法か ら構工法へ

1.1.1 構法 と工法 のちがい

工法 に比べて構法 とい う言葉は新 しい。 「構法計画」とい う概念が打ち出 されたころ, すなわち1

975年 前後 にこの言葉の定義を巡 る議論が多 くあった ように思 う。 この二語の区別 を, 簡単 に言

うな らば, 次のよ うにな る。すなわち, 構法が建築の 「あ りよ う」(what to build) をあらわす言

葉であるのに対 し, 工法はその 「や りよう」(how to build) をあらわす言葉である。 したがって,

ふつ うには, 構法はよ り設計 に, また工法は より施工に近い概念 として理解 されていると考え られ

るが以下のよ うな混乱 もある。

(ケース1)「 工業化構法の代表的な例であるPCa工 法」 とい う記述はあ りふれた言い方である。

しか し, その場合, いったい どち らにどの字をあてればいいのか。特定の設計 をより強 く意識 して

いれば構法が適 当なよ うで もあるが, しょせんは同 じRC造 の建築物を現場打ちにす るかPCに す

るか とい う程度のニュア ンスの ちがいな らば, 工法がよい ような気 もす る。 しか し, 前者 に工法の

字 をあてた として も大きな誤解 を招 くわけではない し, 後者の場合のふたつのや りかたは詳細 図レ

ベル ではまった く異 なる。

(ケース2) VE (Value Engineering) とい えば, 日本では施工段階におけるよ り合理的な解答の

提案 と理解 され ることが多いが, アメ リカでは設計段階での検討が不可欠 とされているとの指摘を

聞いた ことがある。事実, 提案の内容に よっては, 施工段階です らいわゆる構法の変更を伴 うこと

が多 くあるだろ う。 このような場合, ものの 「あ りよう」,「や りよ う」に関す る一連の意思決定の

プロセスを一線で画 し設計 と施工 とに分けることは不可能であるし, いわんや前者を構法, 後者を

工法 と呼ぶ と決 めつ けることな どもはや非現実的 といってよかろ う。

(ケース3) 昨今多 く用い られ るカイザー版, オムニア版な どの半PC版 は構法か, それ とも工法

と呼ぶべきか。 これ らは本設 の構法の一部であって, タイルを打ち込んだ見え懸か りの部材な どは

意匠設計上重要な対象 である。いっぽ うこれ らは, 同時 に仮設工法をかねる。仮設工法は従来純粋

に 「や りよ う」に属す る問題 と考 え られていたはずである。

1.1.2 構工法 という表現 をもた らした状況

●在 来構 法の多様化

構工法 とい う曖昧な言葉 をもちいることで問題 がすっき りと解決す るわけではないが, 以上の例

か ら, 構 法, 工法のいずれかでは納ま りがつかない対象が あることは, 確かであろ う。では, なぜ

このよ うなことが近年 になって問題 にされ るようになってきたのであろ うか。

第一に言 えるのは, 在来構 法がすでに安定的, 限定的な存在ではなくなった ことである。構法計

画, 建築構法, あ るいは各部構法な どと呼ばれている教科 目は, かつては一般構造 と呼ばれていた。

少 し前の一般構造 の教科書, 参考書に示 されているよ うな構法の中には今 日もはや一般的に用い ら

れなくなった ものも多い。技術 は 日々に新 しく, それ らを体系的に再編成す ることは不可能の よう

に さえ思 える。
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ボザール全盛の時代の図面 には見 えがが りの意匠は精密に描かれてはいても, その背後に隠 され

た構造や下地 などの詳細が示 され ることはない。 この空の部分をポシェ とい うが, それ は 「在来」

構法が安定的 に存在 して初 めて成立する設計技法である。実 に, 古典の時代 にはデ ィテール とい う

言葉は細部意匠 を意味 していた。それが近代に入 ると技術的な詳細, す なわち現在のディテールの

意味に変質 して くる。工学的な世界観が世 を覆い始めると同時に在来構 法はその輪郭 を失い始 める。

在来構法がその実体 を失 うとい うことは, また, その対照物 としての工業化構法が実体 を失 うと

い うことで もある。私見では, このことがもっ とも鮮やかに認め られるのは, 住宅公団が標準設計

の採用 を全面的に廃 し, 民間で開発 され た工業化構法 を買い取 る方式, いわゆる性能発注制度 が導

入 された とき (1976年) である。集合住宅の躯体工法にそ くしていえば, 大型PC版 工法から

複合化工法に大方の関心が移行 した時期 と言い替 えてもよい。SPH (中層 プ レハ ブ住宅規格統一

要項, 1970年 制定) をは じめ とす る大型PC版 工法がなぜ この時期妥 当性 を欠 くことになった

かについて, ここで詳述するつ もりはない。ただ言いたいのは, この とき, ほぼ100%工 業化 さ

れたPC工 法一辺倒 になるよりも, プロジェク ト条件や環境条件に応 じ, 工業化手法 と在来的手法

を適宜織 り混ぜて用いる複合化工法が望ま しいもの として選択 され よ うとしていた とい うことであ

る。その組合せ方には種々の考 え方 があ る。 しか し部分的にみれば, 状況 によるとはいえ, 工業化

手法 も在来的手法 も等 しく選択可能 な対象 となった。不特定の工事 に用いられ る 「オープン」な技

術 としての工業化手法はすでに在来工法 と呼ぶ にふ さわ しい。

か くして在来構法は, きわめて多様な手法, 生産 システムの様態 を含 んだ混成系 と化 した。 それ

とともにかつてはいずれ かを指示することによって矛盾な く他方をも了解 させ ていた 「あ りよ う」

と 「や りよ う」の一対一の対応 関係 も失われ た。

●技術革新 と産業構造の変化

新 しい構工法の普及 は, しか しなが ら, 機能的要請や工学的技術 の発展のみに由来す るのではな

い。技術革新は一面では企業活動の論理であ り, 経済的現象である。そ して このことは, 構工法の

新機軸を打 ち出す主体 として, またその生産供給を常時担 う主体 としての新 しい部門が絶えず創出

され ることを意味す る。 これはまた, 既存の部門に影響 を及ぼ さずにはおかない。すなわち, 産業

構造 の絶えざる変化である。構法, 工法 を分離 して とらえることをもはや不可能 としてい る第二の

理由は ここにあ る。

技術革新, あるいは産業化の進展は, 構工法に関連 して次の ような二つの大きな変化 をもたらし

た。ひ とつには, かつては存在 しなかった部位が出現 し, それを供給す る産業が出現 した ことであ

る。設備 はその ような ものの典型であ り, このところ, 情報技術が もたらす新たな市場 とリエ ンジ

ニア リングの可能性がずっ と注 目されてきている。ふたつ 目の変化は, 供給 され るもの とその供給

方式の変化である。伝統的 な建築材料に とってかわった新 しい建材は, 販売店, 販工店 などの流通

ネ ッ トワークを出現 させ, 末端の工事部門の機能 をも少なか らず変えた。

産業構造の変化 とい う点で注 目すべきは, サブ コン トラクターの変化である。 わが国のサブコン

は, それがいかに巨大な企業であって も, あるいはその保有技術がいかに高度であっても, 下請け

であるサブ コンに変わ りはない。 しか し, イギ リスな どでは従来の職種 と新 しい職種を分 けてあら

わす のが普通の ようであ る。例えば, 大 きな区分 として, スペシャ リス ト・サブ コン トラクター と

トレー ド・サブコン トラクター とい う分 けかたがある。後者が伝統的, 在来的技能 区分にもとづい

た職種であるのに対 し, 前者は技術革新 とともに出現 した比較的新 しいサブコンである。スペ シャ

リス ト・サブコン トラクター はまた材 工一式の請負 で特徴づけるこ とができるであろ う。
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スペシャ リ ト・サブコン トラクターがスペ シャル と呼ばれ る所以 は, その設計 ・生産に関わる技

術がそのサブ コンに独 占的に保有 されているか らである。 もちろん, スペ シャ リス ト・コン トラク

ターのなかに も設計 ・生産はせず, 組立 ・取付のみを行 とす るものもある。 しか し, おおまかにく

くれ ば, これ らは専門的な情報, 技術 を保有す るサブ コンと理解 して よかろ う。

情報 ・技術 がこの ように特定のサブコン (のちに述べ るようにサ ブシステム と言い替えたほ うが

よいか も知れない) に偏在 して くると, 設計 ・施工のプロセスは どのような影響 をうけるであろ う

か。 当然 のことなが ら, その部分の仕様に関する詳細な意志決定はサブ コンか らの情報提供がない

限 り不可能であ るし, さらにはサブコンが決定 され されぬ限 り仕様 の検討な ど始め られないとい う

ことにもなる。す なわち, 技術革新 にともな う産業構造の変化は必然的に生産プロセスの変化をも

た らし, その結果 として, 早期 の段階での構工法の決定不能性 が もた らされ るのである。

●設 計 ・施工のプロセ スと組織 の一体化

ゼネ コンによる設計施工一貫方式は 日本建設業 のもつ特質の一つ とされてきたが, 近年, 欧米 を

中心 に, 広い意味での設計施 工 (design and build) 方式が増加 しつつある。プ ロジェク トの性質

と景気動向にもよるが, 発注者側がその利益 とリスクを天秤 にかけた場合, デザイ ン ・ビル ドが選

択 され るケース も多いのである。従来の設計施工分離方式は必ず しも理想的な形態 とはみなされな

くな りつつ あ り, その ことは新 しい多様なプロジェク ト・マネ ジメン ト方式の出現に明確 にあらわ

れている。

古典的な設計施 工分離方式 (a) は, 入札の前後で設計, 施工が完全に別個のプ ロセス として分

離 されている方式である。イギ リスはこの方式をいち早 く成立 させた国であるが, それは19世 紀の

ことであ り, その時期はまた, 建築家, 工事請負者 といった諸職能 が確立 された時期でもあった。

それ以前は, 建築家が施工者 を兼ねたこともあ り, また施工業者が投機的建設業者 として活動する

ことも多かった。 投機 的 (スペ キュラテ ィブ) ビル ダー とは,要 す るに, デ ヴェロッパーをかねた

建設業者, 建売 り業者のことを指す。重要なことは, 専門的な職能 が確立 されたこの時期, それぞ

れ の職能団体が設立 され るのであるが, 建設業者 の団体はこれ らスペ キュラテ ィブ ・ビルダーを排

除す るかたちでつ くられた とい う事実で ある。専門的職能 は, その専門技能に よってのみ 自らを守

ることができる。 と同時に, 依頼者, 各関与者の利益は, 権利 の行使 と義務の遂行によって厳密に

保証 されなければならない。職業的倫理が近代的制度 として規定 されたのがこの ときだったのであ

る。設計施工分離方式 は, それゆえ, 侵すべか らざる規範 として今 日まで保持 されてきた。

ところが, 近年, この方式にかわ る発注契約方式が多 く用い られ るようになって きた。CM方 式,

マネー ジメン ト・コン トラクテ ィング方式, デザイ ン ・ビル ド方式な どがその例 である。

なぜ古典的な設計施工分離方式 にかえて これ らの方式が とられ るようになったのであろ うか。そ

れは, ひ とえに工期 とコス トの不確定性 を回避することが多 く要請 され るようになったことによる。

ではなぜそのよ うな要請 が強 くなってきたのか。 その理由のひ とつに, 大量の民間資本が投入 され

る大規模 な開発事業が多 くなってきた とい うことがあげ られ る。投下資本 の早期回収, これ こそ公

共か ら民間へ と需要がシフ トした時代にふ さわ しい行動原理である。大規模開発 は例外な く投機的

事業 であ る。投機 的建設業者を排除するかたちで成 立 した設計施工分離方式が, ふたたび投機的事

業の要請 によって変化 しよ うとしているのである。

●サブコン/サ プライヤーの機能変化

こうした新 しい状況は構工法の位置づけにどのような影響をおよぼすであろうか。新 しい発注契
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約方式 はいずれ も設計 ・施工の組織 とプロセスとを一体的に運営す ることを 目指 した ものである。

これ は構工法 の実質的な担い手であるサブコン トラクターにも大きな影響を及ぼ さざるを得ない。

サブ コンは早期か ら設計のプ ロセスに巻き込まれ る。か くして従来建設プ ロセスの上流にのみ位置

づけ られていた設計 とい う行為の一部は, 下流に移転 される。同時に従来のプロセス機能 をより上

流のプロセスを包含す るように変質 させ よ うとす るモ メン トが存在する。設計はよ り上流の企画を

取 り込 もうとし, 従来の施工部門です ら設計 をとお り越 し, さらに上流 の機能 をもとうとす る。

サブコンの機能は変化 しつつある。サブコンはその職域 を垂直方向に拡大 しつつ あ り (サブコン

が変質 して一種のゼネ コン化 し重層構造を一層強化す るようにはならない とい う希望的観測の うえ

での記述であるが), 専門性 と自律性 を高めつつある。

●生産設計の重要性

サブコンはこの ように変貌 しつつ あるのだが, 技術開発 の最大のポテンシャルを有 しているセク

ターは現時点 ではや は りゼネ コンであ り, 一部の設計事務所 を含むエンジニア リング ・コンサルタ

ン トであるといってよい。 これ らよ り上流側 に位置す るセクターも現状 に手をこまねいているばか

りではい られ ない。上流の設計情報 をいかに有効に, しか も矛盾 なく下流に受 け渡 していけるか,

あるいは逆に, 下流か ら提供 される生産情報をいかに的確 に設計に取 り込んでいけるかが, 焦眉の

課題 となっている。

ア メ リカでコンス トラクタビリティ (あるいは コンス トラクティ ビリテ ィ), イギ リスで ビル ダビ

リテ ィと呼 ばれてい る考 え方 は, それぞれ少 しずつ異なるとはいえ, 大きくはこのよ うな状況 に呼

応 した動きとみな してよかろ う。 これ らの考 え方は, 組織 としては従来の設計 ・施工の独立 した機

能イ メー ジを否定 しないまでも, もはやいっぽ うが他方か ら完全に分離独立 したプロセス としては

存在 し得 ない とい う前提に立っている。設計 された建築物をはた してそのとお りにつ くることがで

きるか どうかは, 生産情報を現実に把握 していない限 り知 りよ うもない とい うわけである。 したが

って, ここで も, 構法 と工法 を不可分の ものとして考えざるを得ない立場があることが理解 され る

であろ う。

目下建設業界で先端的な研究開発 の最重点テーマのひ とつ とされ ているCIC, 情報化施工 とい

った ことが らもまた, まさに同 じ関心の うえに立脚 したものである。その手法, またそのための要

素技術にはさまざまのものがある。 しか し, 要は, 従来の設計 に生産設計 をいかに接続できるか,

あるいは組み込めるか とい うこ とがその核心 にある。設計は もはや物的要素を机上で組み立てるだ

けではすまされ ない。要素 とは物であ り, その物 をつ くる技術であ り, その技術 を保有 してい る主

体である。 つま り今の ところは輪郭のぼやけたサブシステ ムとしか言い ようのない, しか し, 間違

いな くよ り多義的な対象 なのである。構工法 とはその ようなものにほかな らない。生産設計 とは,

数ある構工法のなかか ら, 目的 と条件 に応 じて適当なものを選択 し, 組み合わせ る技術である。そ

れが 「協調的」な手法 でなければな らない ことは, 言 うまでもない ことであ ろ う。

1.1.3 設計 ・計画手法 と しての構工法の選択 ・組み合わせ手法の必要性

構 工法 とい う言葉 が最初 に使われた例 は, 菅見する限 り, このよ うなコンテ クス トにおいてであ

った (「構工法計画のモデル化 と利用方法 に関す る研究」, 山崎雄介ほか, 第6回 建築生産 と管理技

術シンポジ ウム, 日本建築学会, 1990)。 その発表の席であったか, あるいは別 の機会であった

か, や は りこの 「構工法」 とい う言葉が物議をか もした らしい (いずれ にせ よ私はその場 にいなか

った)。 しか し, この研究が 「全生産過程で設計 と施工が生産の合理化 に関 して協調 して検討す るこ
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と」を 目的の一つに掲げている以上, やむ を得なかった ことであろ う。繰 り返すが, 構 工法 とい う

言葉が認知 され るべきだ といっているのではない。 しか し, 何か, このよ うな概念 に適当な言葉が

い ることは事実 なのであ る。

さて, 構工法の選択 ・組合せに関す る手法については, そのいずれ もが開発途上であ るため, そ

の行方を予想 し, 確 たる評価 を下す ことはできない。 しか し, 現時点で予想 され る問題点を指摘 し

てお くことはそれ ほど大それ た企て とはいえまい。

予想 され る問題点はおおまか には二つに分け られ よう。ひ とつは開発 の前提 として想定 されてい

る生産システムの将来イ メージに関す ることである。誰が, 生産プロセスの どの段階で意志決定に

参加す るか。イニシアテ ィヴが要求 され るとすれ ば, それは各プ ロセス段階で誰に よって提示 され

るべ きなのか。情報の提供, お よびその他の知的生産活動に対す る代償は, 片務的にではなく遂行

され るのか。日々更新 され る情報 は, 誰 によって, どのよ うにア ップデイ トされ, 維持 されるのか。

DBの 構築, 維持 には絶 えずその ような問題がつ きま とう。 「協調的」な手法は確かに求 められるべ

きであるが, それ は しかるべ き生産 システムの想定がない限 り無意味である。

もうひとつの問題群は, 計画 ・設計手法としてのシステム開発にからむすべての問題であり, 膨

大な事項が含まれる。これ らは大ざっぱには構工法計画 ・設計のプロセス ・モデル化と構工法その

もののモデル化に関する問題とにわけることができよう。構工法選択システムの開発において盛ん

に試み られている知識工学の応用は, それ自体の手法化に関する検討をなお多く要する段階だとは

いえ, それ以前に, 建築生産固有の対象をモデルとして記述するための有効な手法がぜひとも必要

である。そして, ここにおいて初めて, 構工法というこれまではあいまいに語ってきた対象を, 今

後いかに厳密に記述できるかとい う大きな問題に直面するのである。

複合化工法のよ うに, 各 「部分」 について, いくつかの構工法が選択 され うるケースを想定 して

み ると, あるいは分か りやすいか も知れ ない。そ もそも, 構工法はどのよ うな単位 に対応 している

のだろ うか。部位 による分割 はもはや明 らかに不適当であ る。では, 何 をよりどころに単位をイメ

ージすべ きか。 作業や請負区分の単位を加味す るためには, ワークパ ッケージといった概念が有効

か も知れない。 しか し, これ らもプロセス ・モデルをつ うじた全体的評価の結果確定する筋合 いの

ものであって, 「部分」をア ・プ リオ リに規定す るものではなさそ うである。さらには, これ らの分

割 ・組合せに付随す る問題が ある。構工法の分割点は, はた して整合的 に整理 され うるか。フライ

ング ・ショアや床用の半PC版 な どの ように, 従来の分割点の基本であった仮設 と本設, 異なった

部位, 異なった職種 を縦横 に横 断す る構工法の例はいくらでも見いだせ る。 もはや, 一時代前の工

業化, 部品化の場合の よ うに, 機能的, 空間的, 生産的分割点がきれ いにそろった状態で, 構工法

を可視的 に理解す ることは不可能である。構 工法 とはこのよ うに難 しい対象である。 しか し,こ の

問題 を解 かない限 り, 新 しい時代は見えて こない と思われるのであ る。

1.2 本論文の内容 と構成

1.2.1 「もの」 と 「仕事」を統合す る概念 ・手法 としてのイ ンター フェイス ・マ トリクス

本研究は構工 ・工法 を一体的に扱 うことを可能にす るために著者が定義 したインター フェイス ・

マ トリクスの行列演算 をいろいろな変数 とリンクさせ なが ら数理的な計画手法 に展開す る理論 を構

築 し, それ を さまざまに応用可能な構 工法計画手法に展開 した結果 をま とめた ものである。

1.2.2 本論文 の内容 と構 成

本論 文の内容 と構 成を表1-1に 示す。
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本論文は著者が独 自に定義 したインターフェイス ・マ トリクス (IFM) を用いて, さま ざま構工

法計画手法 を開発, 実用化 した成果 をまとめたものであ る。

表1-1 本論 文の内容 と構成

序論 と結論 を除 き, 本論文 は大 きく三つのパー トに分かれ る。

第一篇 は, IFMの 定義 とその工程計画への応用に関する研究をま とめた第2章 か ら第5章 までの

部分で ある。

第二篇は第6章 から第8章 までで, いずれの章も多工区同期化構工法のサイクル工程に関するの

各種計画手法のための理論化 とツール開発を扱ったものである。

最後の第三篇は第9章 の1章 のみからなる。これも多工区同期化構工法の構工法計画の開発であ

るが, 次の点でそれまでの章とは異なっている。すなわち, 第1章 から第8章 までは 「構法」を所

与 としたうえで工程計画を中心とするさまざまな構工法計画への展開がはかられているが, 第9章

では同一の建物の設計 (建物基本モデル) から 「構法」をさまざまに変化させ,「工法」と連動 した

計画手法を完成 させたとい う点である。本論文の基底にある認識は, 構法と工法は不可分であると

いうことにあ り, 各章も何らかの意味でその認識に基づいた研究となっているが, 第9章 はその両

方を双方向に操作可能な属性 と値としてまとめあげたところに大きな特徴がある。その意味で, こ

の章は本論文の結論部 といってよい。

表1-1に 示す ように, 本論文はIFMと 名づけた行列の定義に始ま り, その要素にさまざまの属性

を持たせ ることによってよ り高度な理論 と手法への展開をはかってきた経過 を跡付けるもの となっ

てい る。

以下, 第2章 か ら第9章 にいた る各章の内容について概要を記す。

第2章 はIFMの 定義を行 った部分である。IFMはn個 の構成材 (あるいは工程要素 と解釈 して

もよい) の関係を表す行列である。前述の ように, 本論文 は 「構法」 と 「工法」を結ぶ ことを目的

に構成材 と工程要素を1対1に 対応付けることか ら出発 しているか ら, 行列の軸を構成材 と見れば

行列の要素 として表現 された 「関係」は構成材間の物理的なインターフェイスであ り, またそれを

工程要素 と見れ ば同 じ 「関係」は工程順序 として読める。この点がIFMの 大きな独創性である。ま

た, IFMは 対角要素 を0と せず に1と することによって, 後章の手法の開発 に有機的に役立ってい

ると同時に, アロー型ダイア グラムとフロー型 ダイアグラムの長所 を兼ね備 えた行列の表現 となっ

てい る。 この点 も行 列を応用 した他 の工程計画手法 と大 きく異 なる点である。
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第3章 は, ランダムな順番に並んでいるIFMの 軸を工程順に並びかえるトポロジカル ・オーダリ

ングを扱った章である。工程をあらわす行列から到達可能行列を求めそれを三角行列に変換すると

いう手法はすでに存在 しているが, 本論文ではIFMの 特性に基づいた定式化を行った。その特徴は,

後章でさまざまな工程分割, 構成分割を行うために, 構成材間のIFで 最初に定義された要素間の関

係が持つ冗長性をいっさい排除せずに トポロジカル ・オーダリングを可能にした点である。また,

後章での展開のために, IFMか ら求められるさまざまな行列を写像 として用意 し, 工程要素 (また

はその群) をあらわすベク トル との演算が可能なように準備 した。

第4章 ではIFMの 工程要素に職種 とい う変数を付加 し, 任意のまとま りの工程要素群 (=サ ブシ

ステム) を抽出 し, あるいは最適化する方法についてま とめた。これは第3章 でIFMか ら定義 した

誘 引要素の概念に主 としても とついたものであ る。

第5章 は, IFMの 工程要素に作業時間 とい う変数を連動 させることにより, 簡易な方法で最早開

始 日程や最遅終了 日程, ク リティカル ・パスなどが導かれ るよ うに手法化 した結果 をま とめた もの

である。

第6章 以降は, IFMに もとづ き, 繰返 し型 の工程 を持つ建築に応用できる多工区同期化構工法の

理論 と手法を構築 した結果 をま とめたものである。 この段階では, 施工量や資源, 工区分割, 工期

など構工法計画に関連す る多くの変数が新たにIFMと 関連付け られている。手法の基礎は工区分割

をIFMの 部分行列化 として取扱 うとい うユニークな方法にある。また, 工程分割 と作業空間分割 を

区別 して扱 うためにジ ョブ工区 とサイ ト工区 とい う概念 を導入 したが, このことによって工区間関

係 を明解 に説明できるよ うにな り, 手法化が可能 となった。

本章で理論化 ・手法化 した多工区分割同期化法についてもう一つ特筆すべき点は, これが各作業

ティームの完全同期化 (工程的な矛盾なく各ティームが100%稼 動できること) を条件とした計画

法であるために, 構工法計画の目標を満足する解の存在が常に保障されてお り, しかも多様な解の

導出が可能とされていることである。多工区同期化手法に類似するラインバランシング手法や多工

区同期化よりはるかに単純なタク ト工程について平準化された最適解としての工程を求める試みが

なされているが, 本手法はこの問題が最適化問題ではないことを明らかにし, 多様な解を用意でき

るようにしたことに意味がある。

第7章 は, IFMに 時間 とい う変数を加 え, IFMの 時間的変化 を表現す る方法についてまとめた章

である。 また, 行列の要素にサイ ト工区番号 を記す ことに より, 基準階工程をあらわす行列の次元

を増やす ことなく, 工程の進捗状況をあらわすIFMを 作ることができた。この方法は リアルタイム

の工程管理 手法 として実用化 されている。

一方, 第8章 は, ジ ョブ工区またはそれに含まれ る工程要素 についてサイ ト工区間のイ ンターフ

ェイスを考慮す ることに より, 各 ジ ョブ工程 (工程要素) に適当な多様 なサイ ト工区分割法を矛盾

な く混在 させ る方法 を導いた ものである。 これ により, 多工区同期化手法のバ リエーシ ョンが各段

に拡張 されてい る。
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第9章 はすでに触れた ように, 建築の 「あ りよ う」, すなわち構法 も適宜変更することによって構

工法計画の手法 としての完成 を提示 した部分 である。 この場合 の出発点は 「建物基本モデル」 と呼

ぶ基本設計であってその全体的な形状, 品質は不変であるから, ここでい う構工法計画は生産設計

に対応することにな る。その手法は, 3次 元のCADオ ブ ジェク トとして定義 された建物モデル を

ブール演算 によって適宜分割 し (あるいは分割 されたオブジェク トを合成 し), そ こにつ くりだされ

た構成材=工 程 要素をIFMの 演算 と連動 させ ることによって, 構工法計画の評価を行 うとい うもの

である。3次 元CADと 時間に関する工程計画を結んだ とい う意味で, この手法を4次 元の構工法

モデ リングと呼ぶ。 この手法 は次の点で今 までにないものである。

その第一は,「 関係」(IF) と量を媒介 させ るこ とによ り, 本手法 は構法, 工法のいずれか らも双

方向的にアプローチできるように されていることである。 この点が, 単にCADオ ブジェク トに工

程順序 を与えるだ けの方法 とは根本的に異 なっている。

第二は, この手法が慣 習的 な, 固定的な建築の部分概念を打破 して, 計画対象の 自由な意味分節

を計画者に委ね ることを許 している点である。 この点 も, オブジェク ト指向等の概念 を利用 した類

似の試 みの限界 を超 えるもの と考 える。

建物基本モデルが計画者 の介在によってさまざまに変化 しつつ最終出来型に収斂 してゆ くプ ロセ

スに対応 したこの手法は, 設計の意味を再考す る うえでも有効であることを最後に触れた。

終章である第10章 では, 本論文の成果 をま とめ るとともに, 本研究が持つ意味について総括 した。
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第2章 インター フェイス ・マ トリクスの定義

2.1 は じめに

*「 もの」(プ ロダク ト=構 成材～構 法) と,「 こと」(プ ロセス=工 程要素～工 法) を同等に扱 う

*す なわ ち,「 もの」 も 「こと」も同 じ部 分構工法の異なるファセ ッ トとみなす

*「 構成材」の取合い (接合) 関係 と,「 工程要素」の工程順序の関係を同 じ関係 (インター フェイ

ス) の異な るファセ ッ トである とみなす

*そ の際,「 インターフェイス」は 「もの」(=構 法)の 側 がア ・プ リオ リに持つ情報であるとみな

す

*「 構成材」ない しは 「工程要素」間の関係 を行列 (インターフェイス ・マ トリクス: IFM) で表

現 し, これ をもとに構工法のパフォーマンス (資源量 ・コス ト・工期等) を算出できるようにす る

2.2 イ ンター フェイス

2.2.1 構成材の集合 としての構法 と工程要素の集合 としての工法

建築 はそれ を構成す る 「もの」 と, それ をつ くり, あるいは組み立てる 「仕事」 とか ら成 り立っ

てい る。前者の物的構成 とい う見方を とれ ば, 建築の全体 は構成材 (component) か ら成 り立ってい

る とい う言い方ができる。構成材 によって表現 された建築, ない しは建築の構成をここでは ビルデ

ィング ・システムと呼んでお こ う。 ビルデ ィング ・システムは, 建築の実体であり, 設計 され た建

築で あ り, あるいは構想 された建築全体またはその部分に含 まれ る構成材 とそれ らの間の関係で も

ある。本論文の 目的か らして, ここでは, 構法を建築全体に対応す るもの とし1, それは互いに関係

付け られた構成材 の集合によって構成 されているものとする。 この とき, 建築=構 法は構成材 とそ

の関係 の集合 として, また, 構成材 はそ の属性 によって表現 され る。

「(「あ りよ う」 としての) 建築=構 法」={{(ひ とつの) 構成材},{そ れが他の構成材 との

間 に持つ関係}}

{(ひ とつの) 構成材}={(ひ とつの) 構成材|名 辞 (番号), 種類 (名辞), 機能, 他の種

類 との包含 関係, 量, 寸法, 位置, 材料, 性能, 物性, 供給元etc.}

一方, 建築 をつ くる (組み立てる)「仕事」として建築を見 る場合, それには一般に工法 とい う言

葉が当て られ る。構法が建築の 「あ りよう」(what to build) をあらわす とすれば,工 法は建築の 「や

りよう」(how to build) をあ らわす。建築=工 法 もまた, その要素 と要素間の関係, すなわち工程要

素 と工程 によって表現 され る。

「(「や りよ う」 としての建築=工 法)」={{工 程要素},{工 程要素間の関係}}

{工程要素}={工 程要素|番 号 (名辞), 種類 (名辞), 資源, 技能 ・技術, 職種, 必要 な

資機材, 量, 時間, 他 の種類 との包含関係, etc.}

本論文の基本的なアイデアは, 構法における構成材 と工法におけ る工程要素を1対1に 対応付け

1 以後, 建築の部分を指 して構法という概念を当てはめようとするときは,「部分構法」という。
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ることが可能であるとす る点にある。 「もの」 と 「仕事」を一組に して概念化す るこの考 え方は, シ

ステムズ ・ビルデ ィング (systems buildng) の考え方 と共通 したものである。システムズ ・ビルデ

ィングにおいては, それを構成す る要素をサブシステム と呼び, さらにその下位 にある要素のまと

ま りの概念が必要であればサブ ・サブシステム とい うよ うな言い方をす る。システムズ ・ビルデ ィン

グで扱 うサブシステムのま とま りは一般的によ り大きいが, 本論文でい う構工法計画はその考 え方

の コアにお いて システムズ ・ビルデ ィングのそれ と変わ るところはない2。

,

本設 と仮設

2.2.2 要素間のイ ンター フェイス (IF) と順序関係

さて, これ ら構成材 と工程要素は どの よ うに対応付 けられ るべ きであろ うか。

いま, 簡単のために, 構成材 も工程要素 もそれぞれn種 類n個 (すなわち1種 類1個) ずつあ り,

それぞれ が1対1の 対応 関係 にあるとしてみ よ う。す ると, この対応の組 には一つの共通 した名辞

を与えるこ とが可能であ り, それ らの組の間の関係 は構成材間の関係 と工程要素間の関係 を合成 し

た もの として扱 うことがで きる。

●インター フェイス

構成材 または工程要素間の関係が存在する ときにインターフェイス (IF) があるといい, その関

係 を単にインターフェイス と呼ぶ ことにす る。IFは 作業の順序関係 を定める。 この点において, 構

成材間のIFを 工程要素間のIFと 等価 に扱 うことができるのである。 この順序関係については, 後

続 の構成材 ・工程要素が先行の構成材 ・工程要素にIFを もつ と定義す る。以後, この関係 を次のよ

うに→で表わす。

A←B(「Aが 先行, Bが 後続」=「BがAにIFを もつ」)

IFは 次の ように分類 され る。

a) 構成材間の直接 的な取合いに よって決 められ るイ ンターフェイス

a-1) 支持関係 に よるIF

建築は重力に抗 して下か ら積みあげ られる, とい う宿命 を持つ3。 したがって, 部材Bを 支 える

部材Aが あれば, 部材Aが 先 に施工 されなければならない。 この とき, 支持 され る (後続の) 構

成材Aが 支持す る (先行す る) 構成材BにIFを もつ。

(例1) 下階 の柱は上階の柱 に対 してIFを もつ。

(例2) 梁は柱 に対 してIFを もつ4。

a-2) 仕 上げ ・下地の区分 によるIF

2  ただ し, シ ステムズ ・ビルディングでは, 必 ず しも 「もの」 と 「仕事」を分けて取 り扱 うことが必要とされ

るわけではない。

3 重力に縛 られない組立系では指示関係によるIFを 考えなくてよい。例えば, 無重力の宇宙空間に建設する構

造物は上から (地上での概念では) つくってもよい。また, 定盤上で組み立てられる部品は二次元の組立であ

るから, これも指示関係によるIFを 持たない。例えば, サッシの組立に際して, 上枠, 立枠の組立順はどちら

でもよい。
4  梁を先に取 り付ける場合には仮設支保工がいる。
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一般的に仕 上げ材 は下地材が用意 された後 に施工 され る。したがって, 仕上げ (材) は下地 (材)

にイ ンターフェイスをもつ。下地材 は仕上げ材を支持す ることが一般的であるか ら, これを支持

関係 によるIFの 特別 な場合 と解す ることもできる。

(例) 壁紙 は下地PBに 対 してIFを もつ。

a-3) 勝 ち負 けに よるIF

建築を端的 に表現すれば, 線材, 面材 を用いて直方体 をつ くることとい うことができる。 この

よ うに, 建築 には部材が直角 に取合 う場面が多 くある。直角 に取合 う部材 は一般 に対照の関係 に

はな く, 一方が伸びて他方を支持 し, あ るいは隙間な く接合 され るようになっている。この とき,

伸びている方 を 「勝 っている」 といい, 他方 を 「負けている」 とい う。勝 ち負けの関係は支持関

係や次に述べ る作業上の都合による工程関係 と密接に関わっているか ら, IFを 定める。この場合,

一般的 に, 負けているほ うが (後続で) 勝 ってい るほ うにIFを もつ。

(例) 可動間仕切壁 は床 に対 してIFを もつ (負けている)

a-4)「 重い ・硬 い ・強い構成材-軽 い ・軟 らかい ・弱い構成材」 間の関係 によるIF

軽い構成材, 軟 らかい構成材, 弱い構成材は先 に施工 され ると傷んだ り, 精度の保持が困難で

あった りとい った問題 が生 じやすい。そ こで, 一般的には,「 重 く, 硬 く, 強い」構成材が先に施

工 され,「 軽 く, 硬 く, 弱い」構成材 がそれ にIFを もつ。

(例) 左官仕 上げと石仕上げが取合っているとき, 左官仕上げが石仕上げにIFを 持つ。

b) 作業上の取合い (工定要素の取合い) によって決 め られ るインターフェイス

b-1) 同一構成材に付随す る一連の作業 の性質によって定義 され るIF

一つ の構成材の施工に, 時間的に分離 され た一連の作業が含まれ ることがある。先に, 構成材

と工程要素は1対1に 対応 しているもの としたが, このよ うな場合 も一般的に生ず る。この とき,

各作業 を独立 した工程要素 とみ なせば, 一連 の作業 の中で先行す る工程要素に後続す る工程要素

がIFを もつ。

(例1) 鉄骨歪み直 しは鉄骨建方にIFを もつ。

(例2) 鉄骨HTボ ル ト本締めはボル ト仮締めにIFを もつ。

(例3) 型枠解体は型枠組立にIFを もつ5。

b-2) 作業箇所にアクセ スで きることによって関係付け られたIF

構成材間には直接的な取合いはな く, したがってIFも ないが,あ る構成材Bが 先に施工されて

しま うと構成材Aを 取 り付 けるのに手が届 かない といった場合である。ある構成材の施工がその

手前や表に構成材 があると妨げ られて しま う場合, および作業足場 として用い られ る構成材があ

る場合な どが これ に相 当す る。

(例1) 天井仕上げはダク ト取 り付 けにIFを もつ。

(例2) 梁 主筋圧接 は梁主筋圧接用の吊 り足場取 り付 けにIFを もつ。

(例3) バル コニーPCa板 が鉄骨建方の足場 として利用 され る場合, 鉄骨建方はバル

コニーPCa板 にたい してIFを もつ。

この うち, 構成材 間の直接的な取合 いによって定義 され るIFは, 建築の 「あ りよう」, すなわち

5 後述するように, 仮設材の場合はひ とつの構成材に対 して必ず 「組立」,「解体」というふたつ一組の工程要

素が生ず る。
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構法か ら一意的 に定められ るIFで ある。す なわち, 構法由来のIFは 工法の如何 によらず, ア・プ リ

オ リに定義 されている。一方, 建築のや りよ う, すなわち工法か ら決められ るIFの うち,(b-1)

のすべて,(b-2) の (例1) などは,「 あ りよ う」(設 計=構 法) によってあらか じめ明 らかにさ

れてい るとい う条件 と言え る。

したがって, 次のふたつの重要 な事実が明 らか となる。

(1) 工程 を決め る順序関係 は, そのほとん どが構成材間の取合い (～ 「あ りよ う」～構法～設計) に

よって半ばア ・プ リオ リに与 えられている。

(2) 組 立の順序関係 に関す るかぎ り, したがって, 構成材間の関係, および工程要素間の関係 はほぼ

共通 である と考えてよ く, また, 構成材 と工程要素 を一組 の同一概念 として扱 って よい。

以上の事実が, 本論文の主題である構工法計画, す なわち構法 と工法を一組の概念 として扱 うこ

との理論的な基盤 をな している。

2.3 インター フェイス ・マ トリクス (IFM)

2.3.1 イ ンター フェイス ・マ トリクスの定義

構成材, ない しは工程要素間の関係 を行列 として表現 したものがインターフェイス ・マ トリクス

(IFM) である。工程ネ ッ トワークを表現す るのに行列を用いることは一般的であるが, IFMに は次

に述べ る ような特徴がある。

す なわち,(n×n) 型の行列であるIFMは, そのn行 (列) がn個 の構成材 (または工程要素)

に対応 し,そ のi番 目の対角要素でi番 の構成材 を施工する作業 を表 わし, 行列の (i, j) 要素 (i

≠j) でi番 目とj番 目の構成材 との関係 (取合いの有無; 取合いがあるときに1 , その他 は0)

を表 わ した行列である。

行列の対角要素はと非対角要素は このように性格が違 うが, 後章でさまざまに応用がはか られる

ように, 対角要素 も1と した行列 をインターフェイス ・マ トリクス と呼ぶ ことにする。 この場合, 対

角要素の意味は,「 すべ ての構成材 (工程要素) はそれ 自体 と関係 をもつ」 と解釈 され る。IFMは

対角成分 を1と し, j番 目の構成材がi番 目の構成材 に取合 いをもつ とき行列の (i, j) 成分 を1と

し, その他を0と した行列である (図2-1)。

図2-1 IF行 列
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2.3.2 n次 元の構 成材空間 と構 成材空間内の写像 と してのIFMの 意味

IFMはn個 の構成材 (工程要素) が張 るn次 元空間で定義 された写像である。IFMの 対角要素以

外の要素 を0と した単位行列は, 1か らnま での構成材のおのおのに対応す る行 (列) ベ ク トル,

(i番 目の要素 を1と しその他 を0と したベ ク トル) を並べた ものである。

IFMのi番 目の行はi番 目の構成材にIFを もつ構成材 (それ 自身 を含む) を示す行ベ ク トルで

あ り, またj番 目の列j番 目の構成材がIFを もつ構成材 を示す列ベ ク トルである (図2-2)。 構成

材 (群) をあ らわすベ ク トル とIFMの 演算 により,工 程要素間の先行後続関係に関す るさまざまの

演算が可能 となるが, 詳細 は第3章 で述べ る。

他 の構成材にIFを もたない (先行す る要素 を持たない) 要素を自由先行要素 と呼び, また他の構

成材か らのIFを もた ない (後続す る要素を持たない) 要素 を自由後続要素 と呼ぶ。

図2-2 SSベ ク トル

2.3.3 本設資材 と仮設資材の扱い

IFMの 縦軸, 横軸, 対角要素は構成材 をあ らわす。

構成材 には本設資材 と仮設 資材 とがある。本設資材が 「ありよ う」 としてすでに記述 されている

構成材 であるのに対 し, 仮設 資材は 「や りよ う」によって定義 され新たに構成材に組み込まれ る資

材である。仮設資材 は建築プ ロセスの終了後, 建築 として残 らない資材であるか ら, 「組立」, 「解体」

の2つ の工程要素 としてあらわれ る。

n個 の (本設) 構成材の 「や りよ う」か らm個 の仮設資材が定義 された とした ら, IFMは ((n

+2m)×(n+2m)) の行列 となる。す なわち, IFMの 各軸には (対角要にも), 仮設資材は2

度ずつ現れ る。
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2.4 ネ ッ トワーク としてのIFM

2.4.1 IFMの ネッ トワーク表現

図2-1のIFMを ネ ッ トワー ク (工程 グラフ) として表現 した ものが図2-3で ある。このネ ッ トワ

ー クは, 自分 自身への関係 (あるいは作業; IFMの 対角成分) を自己ループ として持つネ ッ トワー

クである。個のネ ッ トワー クを通常のア ロー型 ダイアグラムとして表現すれば, 例えば図2-4の よ

うにな る。 両者の主な違 いは次の点にある。

(1) ア ロー型 ダイアグラムでは,工 程要素は ノー ド間のアローで表わされ る。IFMに したがった工程

グラフでは, 工程要素は必ず ノー ド (あるいは ノー ドか らノー ドへの 自己ループ) に対応 する。

図2-3 イ ンター フェイ スに よる工程 グ ラフ

図2-4 ネ ッ トワー クによる図2-3の 表現例
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IFM工 程 グラフをアロー型 ダイアグラムの一変種 として理解す ることもできる。 この場合 , これ

まで単に関係 として説明 され てきたIFを 対角要素 と同 じよ うに 「仕事」として解釈す る。インター

フェイス, す なわち取合いを完成 させるのに, 一定の作業を要す ると考 えるのである。ただ し, そ

の作業量は0で あって もかまわない。す ると, これ らの仕事は 「中味の仕事」 と 「イ ンターフェイ

ス」の仕事 に分け られ るこ とにな る (図2-5) 6。

図2-5 イ ンター フ ェイ スの概 念

(2) IFM工 程 グラフのア ローの向きは, ア ロー型 ダイアグラムとは逆向きにつ けられてい る。これは,

工程の流れ とい うよりは, ある構成材が他の構成材にイ ンター フェイスをもつ とい う事実 を明示的

に表現す るためであ る。

(3) IFM工 程 グラフでは, IFの 仕事は必ず ノー ド間のア ローで示 され るが, 従来のアロー型ダイアグ

ラムではこれが消滅 して しま うおそれ がある7。

2.4.2 インシデンス型, プ レシーデ ンス型ネッ トワークと してのIFM

従来のネ ッ トワー ク手法 にも, 主流であるアロー型 ダイアグラム (プレシーデンス型ネ ッ トワー

クともい う) のほかに, インシデ ンス型 ダイアグラム (インシデ ンス型ネ ッ トワー クともい う) と

呼ばれ る表現法がある。 ノー ドに作業を対応 させているとい う意味で, インシデンス型ネ ッ トワー

クはIFM工 程 グラフに近い。

要す るに, IFM工 程グラフは, イ ンシデンス型のネ ッ トワー クとプ レシーデ ンス型のネ ッ トワー

クの長所を兼ね備 えたグラフ表現であ り, IFMは その性質をそのまま演算可能な行列に置き換えた

工程 の表現法である といえる。

2.4 工程要素 の合成 と分解

2.5 本章の結論

6  IFの 仕事を定義することはIFMの 演算上得策ではない。そこで, 本論文では作業を対角要素のみで表現する

方法をとっている。ただ し, 次項であっか うように, 工程要素の合成 と分解を扱 うときにはIFの 仕事の定義が

有効である。
7  図2-3の ア ロー ((1)←(5))) は 図2.4で は表現 され ていない。
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第3章 イ ンター フェイス ・マ トリクスによるネッ トワーキ ング

3.1 は じめに

*目 的: ランダムにならぶ構成材 (工程要素: Ci) によって定義 されたIFMを , 行列演算によ

り工程順序 に したがって並びか える方法 を求める

*方 法

・IFMか ら到達可能行列Rsを 求め, これによ り先行 ・後続の順序構造を持つ {Ci} の部分行

列の列 {{A1}, {A2}…{Ak-1}} を求める

・言 い換 えると, 任意のIFMを 三角行列 に並びかえる手続 きである

*手 法の特徴

・ダ ミーを挿入せずに済み, また冗長性 も許 され る

・冗長性が許容 され ることは, IFMの 持つ関係構造 (=イ ンターフェイス) が変更 されずに保

存 され ることを意味す る

・この ことは, 工 区分割法 な ど後の手法 の展開に とって決定的に重要である

・ループの探索 と解消 も, IFMの 演算に よって可能である

3.1.1 ネ ッ トワ・キ ングの意味

ここに言 うネ ッ トワーキング とは, 「(1) インターフェイス (IF: 前章 2.3) によって工程要素

間の工程関係 を定義 し, (2) 個々 の工程要素 を工程順に並び替えると同時に要素間の工程関係をわか

りやす く表現す ること」 を指す。 工程要素 を関係の有無, あるいは親近度によって順序構造化す る

ことを トポ ロジカル ・オーダ リング とい うが, 本章ではマ トリクスの行 (列) をあ らわす要素を工

程順に並び替 えることがそれ に相 当する。インターフェイス ・マ トリクス (IFM) は, 本来, 要素

とその間の工程関係 を表現 したものに他な らず (2章 2.4), 要素の並び替 えによって順序関係

は変化 しない。 したがって, IFMに よってネ ッ トワーキングを行 うとは, マ トリクスの成分 として

工程関係 が示 されたIFMの 行お よび列 の要素 を工程順 に並び替 えることを意味する。

工程 関係 に矛盾 のない (i.e.ループを生ず ることのない) 一群の工程要素の集合 とそれ らの間のIF

によってIFMを つ く り, そのIFMの 行 (同時 に列) の要素を入れ替えることにより三角行列 を得

ることができる。こうして得 られ た三角行列 がネ ッ トワー クとしてわか りやす く表現 されたIFMで

ある。

3.1.2 手法化の手順

IFMに よるネ ッ トワーキ ング手法の手順 は概略次の とお りである。

(1) 工程要素お よびその間のIFは 所与のもの としてIFMrを つ くる。この段階でのIFMrの 行 (列)

の要素はランダムに並んでお り, 順序構造化 され ていない。

(2) IFMr, その転置行列tIFMrの 積の演算 を工程順序の検索手法 として意味付ける。す なわち, 前

者の積 によって後続 の要素が, また後者の積に よって先行 の要素が算出できる。

(3) IFMrの 積 より到達可能行列 を求める。到達可能行列 とは, ある要素か ら別の要素の間に (順行

の) 経路が存在す るか否か を表す行列で ある。
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3.1.3 手 法 の 独 自性

3.2 先行 ・後続関係の演算

3.2.1 要素間の直接先行 ・後続 関係

最初 に, IFM (以下, 行列 としてあらわす ときはRと 表記) によってある要素ciに 直接後続する

要素お よび直接先行す る要素 を導 く方法を示す。 ここでは前者を直接後続要素, 後者を直接先行要

素 と呼ぶ ことに し, それぞれ をs (ci), p (ci) と表す1。

行列Rに おいては, 先行要素ciと 後続要素cjと が直接的な工程順序 関係 を持つ とき, す なわち

cjがciに 対 してインターフェイスを持つ ときに限ってその成分rijは1と な り, その他の場合 は

0と してあるか ら (2章 2.4), Rの 第i行 の非零要素群 {rij} に対応す る要素の集合 {cj}

が, 要素ciの 直接後続要素s (ci) に対応す ることになる。あるいは, IFMの 第i行 をベク トル と

みな し, それ 自体を直接後続要素を表すベ ク トル とみることもできる。この場合, sを 太字でs (c

i) と記す こ とにす る。ciの 直接後続要素s (ci) にはci自 身 も含まれ る。

Rの (h, i) 成分が1で あれ ば要素chはciに 先行す ることになるか ら, 同様にRの 第i列 は

ciの 直接 先行要素全体を表すベ ク トルp (ci) とみ なす ことがで きる。

また, 要素ciを 要素全体が張 るn次 元空間のベ ク トルciと して表す ことにすれば2, s (ci),

p (ci) をそれぞれs (ci), p (ci) のよ うに書 き表す こともできる。n項 列ベ ク トルp (ci) および

n項 行ベ ク トルts (ci) を用いてRを 表す と次の ように書ける。

(3.2.1)

直接先行要素および直接後続要素は, 要素を表すベク トルのIFMに よる写像として求めることが

できる。

(3.2.2)

(3.2.3)

1  そ れ ぞ れ, predecessor, successorの 頭 文 字 を と っ た も の 。

2  i番 目の要素が1, それ 以外 の要素が0で ある行列。
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上式の線形性からあきらかのように, 任意の要素の組を同様にベク トルcと して表 し, それ らの

直接先行要素の集合および直接後続要素の集合をベク トルの形で導くことができる。すなわち,

(3.2.4)

(3.2.5)

cは 任意の要素の組 に相当す る成分を1と し, 他 をOと したベ ク トル。

ただ し, ts (c), p (c) の成分 には2以 上の非零要素が出て くることがある。 この場合には, 非

零要素全体 を先行 ない し後続要素 とみ なす。

Rの 転置行列, tRを 用いて同様 の演算 を定義す ることもできる。tRの (i , j) 成分をtrijと

する と, 定義に よ り次式の よ うに書 ける。

(3.2.6)

要素ciの 直接先行要素は, rji=1で あるjに 対応するすべてのcjで あ るか らその集合p (ci)

はtRのj行 目のn項 行ベ ク トルで与 えられ, また同様に要素Ciの 直接後続要素s (ci) はtRのi

列 目のn項 列ベ ク トル として与えられ る。IFMの 要素のベ ク トルで表現す ると, 以上 は次式の演算

として あらわ され る。

(3.2.7)

(3.2.8)

同じく, 任意の要素の組を表すベク トルcの 直接後続要素, 直接先行要素は次式で与えられる。

(3.2.9)

(3.2.10)

式 (3.2.2),(3.2.3)と 式 (3.2.7),(3.2.8) の 関 係, あ る い は 式 (3.2.4),(3.2.5) と 式 (3.2.9),(3.2.10) の 関

係 は つ ぎ の こ と か ら も 明 ら か で あ る 。

また,(3.2.1) 式 に な ら ってtRをs (c1),p (ci) で あ らわす と次 の よ うに な る。
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(3.2.11)

3.2.2 先行要素, 後続要素 と誘 引要素

前項ではある要素または要素の組に直接先行 あるいは後続す る要素を求める方法 について述べた

が, ここではそれ を拡張 し, 間接的に先行, 後続す る要素の全体 を求め る方法 について述べ る。

ある要素ciに 先行す る要素の集合は, IFMを あ らわす行列Rとciを あ らわすベク トルciに よ

り, Rciと 求 められ る。さらにこの要素の集合に先行す る要素の集合 は, 同 じくRを 用いて, R (R

ci) と求 めることができる。よく知 られてい るよ うに, ベ ク トルのj成 分は1ま たは0以 外の値を

とることがあ り, グラフ理論 においてはその値 はあ る節点から別 の節点に2つ の辺 を経由 して至 る

経路の本数 として意味付け られている。 グラフ理論ではインターフェイス ・マ トリクスに相当す る

行列を接続行列 と呼ぶが, 一般に接続行列 をk乗 して得 られ る行列の (i, j) 成分の値は, 節点

iか ら辺 の向きに したがってk個 の辺 をた どって節点jに 到達す るときの経路の数 を表す。

ここでは, 主たる目的が要素間の順序関係 を明 らかにす ることにあるため, 節点間の辺や経路の

数を知 ることは必要ではな く, それ らの有無がわか りさえすれば よい。 したがって, IFMの 積, べ

き乗 の演算においては, ブール代数 によりその成分の値 を1, 0に 限定 しておく。すなわち, Rの

成分rij (1ま たは0) に関 し, その積, 和の演算 を次のよ うに定義す る。

0×0=0, 1×0=0, 1×1=1

0＋0=0, 1＋0=1, 1＋1=1

上記の演算におけるRの プール積 をRkと 表記す ることにす る。Rkの 成分rijの 値は1ま たは0

である。 さらに, 1ま たは0を 成分 とす る (1, m) 型行列Aと (m, n) 型行列 (ベク トル) B

のプール積については, A・Bの よ うに表記す ることにす る。このとき, 任意の要素ciを あらわす

ベ ク トルciの 直接先行要素p (ci) お よび直接後続要素s (ci) は次の ようにあ らわ され る。

(3.2.12)

(3.2.13)

同様 に, 任意の要素の組cの 直接先行要素p (c) お よび直接後続要素s (c) は次の ようにあらわさ

れ る。

(3.2.14)

(3.2.15)

p (c) の直接先行要素の集合p (p (c)), s (c) の直接後続要素の集合s (s (c)) は, それぞれ次の

よ うになる。
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(3.2.16)

(3.2.17)

s (s (c)) をtRに よ らずRとcの み であらわす と次の よ うになる。

(3.2.18)

cか らk個 以下の辺 を経て先行す る要素の集合 をcのk次 の先行要素 と呼ぶこ とに し, Pk (c)

とあ らわす。 また, cのk次 の後続要素 をsk (c) とあ らわす。す ると, 直接先行要素, 直接後続

要素 はそれぞれ1次 の先行要素, 1次 の後続要素 と言い換 えることができる。 この とき, 一般に次

の式が成立す る。

(3.2.19)

(3.2.20)

cか らちょうどk個 の辺をへて先行または後続する要素の集合は, それぞれ次のベクトルに対応

する (Eは 単位行列)。

n個 の要素か らな る工程グラフが連結であるとす ると, プール演算 を施 した場合のRkはk=n-

1ま での段階で収束 し, それ以上変化 しない。 これをRの (逆行の) 到達可能行列 と呼び, Rpと あ

らわす。同様 に, Rの 順行の到達可能行列Rsは, tRkの 収束 した行列 として定義 され る。cの 先

行要素全体の集合, 後続要素全体の集合をそれぞれ大文字でP (c), S (c) と書くと, 次の ようにな

る。

(3.2.21)

(3.2.22)

(3.2.23)

(3.2.24)

特 にc=ciの とき, 上式はプール積 ではなく, 通常の行列 とベ ク トルの演算 としても成 り立つ。

P (c), S (c) よ り, 次の ようにcに 関す る誘引要素I (c), 平行要素L (c) が定義 され る。

(3.2.25)

(3.2.26)

誘引要素I (c) はcに 先行すると同時に後続する要素の集合である。誘引要素I (c) はcを 含む。
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誘引要素の先行要素全体, 後続要素全体の集合は, cの 先行要素全体, 後続要素全体と同じである。

P(c)=P(1(c))

S(c)=S(1(c))

一方, 平行要素L(c)は, cに 先行 も後続 もしない要素の集合, すなわちP(c) ∪ S(c) の余集合

であって, cと の順序関係 は決め られない ものである (図)。 ネ ッ トワー ク, お よびcの 選び方によ

っては, I(c) またはL(c) が存在 しない こともある。

3.3 トポロジカル ・オー ダ リング

3.3.1 トポ ロジカル ・オー ダリングに関する既往の手法

工程 要素 をその工程順序に したがって並び替えることを トポロジカル ・オーダ リングとい う。並

び替 えはある種の工程順序に関す る情報に したがって遂行 され るわけであるが, その情報は並び替

えの前後で変化 しない と前提す るのが妥 当であろ う。 また, 並び替えの演算には, これ らの情報の

表現 と直接結びつ いた簡便な ものであることが望ま しい。

トポロジカル ・オーダ リングについてはこれまでにさまざまの手法が提案 され、用 いられて きて

いるが。その代表的なものに尻取 り法 (threading method) と位 取 り法 (ranking method) があ

る。IFMに よる トポロジカル ・オー ダリングを示す前にこれ らの手法の概要を示 し, 上記の前提 に

したがって評価 を行 ってみ る。

(a) 尻取 り法

この方法ではランダムに節点番号 をふったアロー ・ダイア グラムにもとづ き, その節 点番号を工程
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順に付 け替えることを行 う。 したがって, ダ ミー作業をまず準備段階で定義 しなければならない と

い う点が厄介で ある。

次に, ダ ミー作業 を含 めた作業 リス トをつ くり, これを小 さい順に並べてお く。すなわち, 作業

(ij) のiに ついて大分類 し, ついでjに ついての小分類 を行 う。この作業 リス トをまずニューメ リ

ック ・エ リアと呼ばれる作業場所に置 く。 このほかに, ロジカル ・エ リア, ター ミナル ・エ リア と呼

ばれ る作業場所を用意す る。 並び替 えの手順 は, 概略次による。

(1) ニュー メリック ・エ リアの中の最初の作業の集合 (iが 同 じ番号の集合) をロジカル ・エ リアに

移す。

(2) ロジカル ・エ リアの中の最初 の作業のjに よ り, その直接後続の節点番号 もつ作業の集合をニ

ュー メリック・エ リアの中から検索する。もしあれば, その集合 をロジカル ・エ リアの最後に続ける。

(3) ロジカル ・エ リアの中の第2, 第3の 作業を順次索引要素 としなが ら, それ らに直接後続する節

点番号を持つ作業の集合 をニューメ リック ・エ リア とロジカル ・エ リアの中で探す。もしニューメ リ

ック・エ リアの中で見つかれ ば, それ らをロジカル ・エ リアの最後に移す。 もしロジカル ・エ リアの

中で見つか り, かつそれがいま索引要素 となっている作業 より後に リス トされていれば, そのまま

次の作業に進む。 もし前に リス トされていれば, その集合は後続すべきものであるか らロジカル ・

エ リアの最後 に移す。 いずれ にも見つか らなけれ ば, 次の索引要素に移 る。

(4) 以上の手順でロジカル ・エ リア内の作業による検索をすべて終えたな ら, これ以上 これ らに後続

する ものがないとい うことであるか ら, ロジカル・エ リア内の全内容をそのままター ミナル・エ リア

の先頭 に移す。すでにター ミナル ・エ リアの中に作業が存在す る場合 には, それ らの前に移す。

(5) ニュー メ リック・エ リアの中にまだ作業が残 っていれば, (1)～(4) を繰 り返 し, ニ ュー メリック・

エ リア とロジカル ・エ リアが空になるまで続 け る。

最終的 にター ミナル ・エ リアの中で得 られ た配列が工程順序 に従った配列 となっているか ら, この

順 に番号を付け替 えると トポ ロジカル ・オーダ リングが完成す る。要す るに, ター ミナル・エ リアに

ランダムに配列 され た作業の集合か ら一部分 を抜 き出 して ロジカル ・エ リアに移 し, そこで誘引要素

も含めた順序化の手続 きを施 し, さらにそのブ ロックを単位 とした順序化をター ミナル ・エ リアで行

ってい るわけである。

この方法では, ダミー も含 めた作業 とその番 号付けをあらか じめ確定 してお くな ど準備作業が面

倒 である うえに, 計算 も複雑 である。

(b) 位取 り法

この方法は, よ り計算機 に適 した手法 として考 えられた ものである。その手順は概ね次の とお り

である。

(1) 後続要素を持たない要素の集合 として, ネ ッ トワー クの始点を求める。 ここでも, アロー型の

ネ ッ トワークを前提 と してい るか ら, 手続 きとしては先行結合点を持たない結合点を探す ことにな

る。その ような集合が存在 しなければ全体がループになってい る。 もし存在すれば次のステ ップに

進む。

(2) 見つかった結合点に通 し番 号を付 ける。

(3) それ らの結合点の集合 をネ ッ トワークか ら削除す る。

(4) 残 りのネ ッ トワー クか ら同様 に先行結合点を持たない結合点を探す。 この手続 きを繰 り返 し,

ネ ッ トワー クが空集合 とな った ら, オー ダ リングは終了す る。

(5) 途中でそれ以上番号付 けができな くなれ ば, それ はループが存在す る場合であ る。

位取 り法の原理は, 次項に述べ る方法, す なわち到達可能行列によって トポロジカル ・オー ダリン
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グを行 う方法 とよく似ている。 しか し, 位取 り法では作業を結合点の組 としてのアローで定義する

ために準備作業が面倒であるこ と, お よび特にカー ンの手法では作業表 (activity lsst: A表), 結

合点表 (event list: N表) を用いた計算を行 うため, 手続 きもやや煩雑 になる とい う欠点がある。

3.3.2 到達可能行列による トポ ロジカル・オーダ リング

前項で扱 った順序化の手法は, いずれ もアロー型のネ ッ トワー クをつ くる手法である。アロー型

のネ ッ トワーキングでは, 一つ の作業 に対応す る節点の組をそれぞれ工程的に矛盾のないよ うに配

列す ることに よって, オーダ リングは基本的 に完了する。ただ し, アロー型ネ ッ トワー クには常に

ダ ミー作業 をつ くっておかなければならないとい う厄介がつきまとうことは既 に述べたとお りであ

る し, また冗長性 を排除することが要請 され ることもある。 しか し, フロー型 のネ ッ トワー クでは

少な くともダ ミーを導入 しな くても作業の定義はできる。IFMは ア ロー型 とフロー型の どちらとも

いえる定義 となっているので, それ をフロー型 とみな して直接オーダ リングを行 うことができる。

以下に, 前節 で導いた到達可能行列 を用いて トポ ロジカル ・オーダ リングを行 う方法を示す。

トポロジカル とい うい う言葉 には, 本来, 近い関係 にあるものを近い ところに移す とい う意味が

含まれてい るはずであるが, そ うした演算法については次節 に譲 る。残 る問題 は, いかに して工程

順序に従 った (少な くとも矛盾のない) 配列を得 ることができるか とい うことになる。 これを行列

の属性 に即 して表現すれば, あ る要素の先行要素がすべてその前に配置 され ていれ ばよいとい うこ

とにな り, す なわ ち, いかに してIFMを 上三角行列 に変形す るか とい う問題 と同値 とな る。

IFMを あ らわす行列Rか ら導かれ る順行, 逆行の到達可能行列Rs, Rpと 特定の要素の組cの

関係 は, それぞれ次の式で定義 されている。

(3.2.21)

(3.2.22)

cを 特定の要素ciと 置 き換 えてみれば明 らかな ように, Rsの 第i行 は要素ciに 後続す る要素

全体をあらわすベク トル となってお り, また同 じく第i列 は先行要素全体をあらわすベク トル とな

っている。

もしRsの 第i行 の第i成 分 (すなわち自分 自身) 以外 がすべてOで あれば, 要素ciに 後続する

要素がないことを意味す る。 また, Rsの 第i列 の第i成 分以外がOで あれば, 要素ciに 先行する

要素がないことを意味す る。

したがって, Rsの 第i列 の第i成 分以外がOで ある要素の集合 を取 り出 して, これ らを先頭の要

素群A1と す ることができる。すなわち,

(3.3.1)

先頭 が確定 した ら, これ をRsか ら取 り除 く。具体的には, A1の 後続要素 とのインター フェイス,

す なわちRsの 第i行 (i∈{i｜A1={ci}}) の非零成分 (ただ し対角成分を除 く) をすべて

Oと し, この行列 をRs1と 書き直す。Rs1に よって, 改めて, 先行要素を持たない要素の集合A2

Oが 求め られ る。A20に 含まれているがA1に 含 まれない要素の集合A2が, この段階で新 たに先頭

に位置付 けられ た ものである。
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(3.3.2)

(3.3.3)

以後同様に, 残 りの要素の集合が φになるまで この手続 きを繰 りかえす。最終的にRskは 単位行

列のかたちにな る。

こ うして得 られた {i} の列, A1A2…Ak-1が, 工程順 に並べ られた要素の番号である。また,

この順番 にRの 行, 列の要素を入れ替 えた行列Rtoが トポロジカル ・オーダ リングのな されたネ ッ ト

ワークその ものの表現 となっている。

前節 で用いた例 に基づいて, 図表3.3.1に 到達可能行列 によるネ ッ トワーキングを例示す る。

3.3.3 IFMと ア ロー型, フロー型ネッ トワー クの関係

前項で述べたよ うに, トポ ロジカル ・オー ダ リングの施 されたIFMは, それ 自体でネ ッ トワーク

をわか りやす く表現 したもの となっている。つま り, それは対角成分 に作業 を工程順 に配 し, 作業

間の取 り合いの関係をイ ンター フェイスとして行列の上三角に与えたかたちになっている。後の章

にも示 され るように, ク リテ ィカル ・パスの計算な どネ ッ トワー クの応用に関 しては こうのよ うな

定義でいっこうに問題はない。ここでは専 らネ ッ トワークの表現上の問題, すなわちIFMに よるネ

ッ トワー ク表現 と慣用的なア ロー型 のネ ッ トワー クとの関連 について考察 してみ る。

まず, 両者を対照 しなが ら, ア ロー型のネ ッ トワー クの特徴 を以下に列記 してみ る。

(1) ア ロー型ネ ッ トワー クでは作業が前後の結合点の組 として定義 され る。一方IFMに よるネ ッ ト

ワー クでは, 作業が対角成分 (i, i) として定義 されるので, 前後に同 じ結合点を持つ作業ができ

て しま う。

(2) 上記か らもわかるよ うに, IFMに よるネ ッ トワークではループ (特に自己ループ) を許 してい

るが, ア ロー型 ではこれは許 され ない。

(3) アロー型ネ ッ トワークでは, 平行作業 (前後 ともに同 じ結合点を持つ複数の作業) が生ずるの

と, 同一結合点で複数 の要素の先行後続関係が区別 され なくなるのを防 ぐためにダミー作業 を必要

とす るが, IFMに よるネ ッ トワークでは少な くとも後者に対す る配慮 は要求 され ない。

(4) アロー型ネ ッ トワークは必ず始点 と終点 を持つが, IFMに よるネ ッ トワークでは特にそれを要

求 しない。む しろ, 始点, 終点 を設 けずに 自由に先行 し, あるいは後続す る要素間の順序構造をそ

のまま保存す ることによって, 後の章で示 されるよ うに, 複数工区, 複数プ ロジェク ト間の工程問

題 を解 く手法の開発 を可能に してい る。

前述 のよ うに, IFMに よるネ ッ トワー クはア ロー型 とフ ロー方のネ ッ トワークの中間的な性格 を

持つが, 事実それは両者の長所 を兼ね備 えた もの となっている。フロー型ネ ッ トワー クの長所 とし

ては, それがダ ミー作業 を必要 としないために表現の一意性 (グラフとしてではな く結合 の構造 と

しての) を持 ってい るこ とがあげ られ るが, IFMも その点では同様である。 このことはすなわちア

ロー型の欠点 となっていて, アロー型か らは一意的にフロー ・ダイヤ グラムへ の変換ができるが,

逆 にフ ロー型か らア ロー型への一意的な変換はできないとい う, 両者の半双対 の関係 をもたらして

いる。一方, アロー型の長所 としては, 結合点に番号 (記号) をつけるだけで順序構造 と作業の両

方 をわか りやす く表現で き, また工程計算の対象 として扱いやすい とい うことがあげ られ るが, こ

の点 もまたIFMに 共有 された長所であ る。

要す るに, IFMに よるネ ッ トワー クは行列の対角成分 (i, i) に よって作業をフロー型 に近いか
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たちで表現 し, その他の成分 (i, j) がア ロー型に近いかたちで順序関係 をあててい るとい うこと

ができる。あるいは, IFMを フロー型ネ ッ トワーク として解釈すれば (i, i) が作業 をあ らわ し (i,

j) が関係 をあらわす とみなす ことがで きる し, 他方それをア ロー型ネ ッ トワー クとして解釈 しよ

うとす るのであれば, (i, i) が実際の作業を, また (i, j) がダ ミー作業をあ らわ しているとみ

なす ことができる。

IFMを アロー型 に変換す るときには, したがって, ダ ミー作業 をふんだんに含んだネ ッ トワー ク

とすれ ばよい。 ダ ミーの冗長性については別途配慮す る必要があるが, 本来アロー型が一意的に決

ま らない ものであることを考 えればそれ ほ ど重視すべ きことでもない。

以上に述べたIFMと その他のネ ッ トワー クの表現の関係 を, 図3.3.2に 示す。

3.3.4 IFMと ネッ トワークの冗長性

トポロジカル ・オー ダ リングにおいては, 専 ら工程要素の順序構造化 の問題 を扱 っているわけで

あるが, 単に順序付 けを行 うことと, 要素間の順序関係の構造を保 ちなが ら順序付 けを行 うことで

は, その意味合いが違 う。単に要素 を順番 どお りに並べ るだけでよいのであれば, それ に必要十分

な情報が含 まれていれば よく, また計算 も早い。 しか し, 並び替えを行 う前にある要素の集合が有

していた順序関係 の構造がその後 の演算 のためにも必要な場合, その構造をオーダ リングの前後で

不変に保 ってお くべ きである。一般に, 要素間の関係 (グラフのパス) が先行後続 といった順序を

あ らわす以上の もの として期待 されていなけれ ば, 構造そのものは失われても構わない といえる。

一方, グラフのパスに, 例えばその長 さが時間 をあ らわす といったよ うに, 情報が付加 されてお り,

それ がある種の演算の対象 となる場合には, いかなるパスも省略することはできない。この ように,

オー ダ リングの手法の適否はその 目的によって違い うる。IFMは 要素間の順序構造に基づ き, 他の

変数 を組み合わせ てさま ざまの手法に発展 させ ることを 目的 とした ものなので, その構造が絶 えず

保存 され てい ることを前提 と している。

トポロジカル ・オーダ リングを行 うのに不必要なパスを持つ とき, そのネ ッ トワークは冗長であ

る とい う (図3.3.3)。IFMに は要素間の取 り合い, すなわちイ ンターフェイスがすべて表現 されて

いるため, 一般 にIFMは 冗長性 を持 ったネ ッ トワークとなっている。IFMを 完全に非冗長なネ ッ

トワー クに置換す る必要はないが, 以下にIFMと 冗長性 との関連 を明 らかに してお く。

順序付 けに不必要なパ スを最大限に持つネ ッ トワークを, 完全冗長なネ ッ トワーク と呼ぶ ことに

す る。 したがって, 完全冗長 なネ ッ トワーク とは, 間接的な先行 ・後続関係がある場合に, それ ら

をすべて直接 的な関係 に置 き換 えた もの とい うことになる。 それゆえ, 到達可能行列 は完全冗長性

を備 えた行列 であるし, IFMか ら到達可能行列 を求め ることは, 任意のネ ッ トワークを完全冗長な

ネ ッ トワー クに変換す ることを意味す る。

完全非冗長性 とは, 逆 に, 間接的な先行 ・後続 関係がい っさい排除 されたネ ッ トワー クの属性 を

表 した言葉である。 したがって, 完全非冗長 なネ ッ トワー クの任意の要素ciを 取 り出す とき, ci

はその直接先行要素p (ci) を除 く先行要素全体, すなわち, a) Rp・ci∩p (ci) に対 してイ ン

ター フェイスをもたず, また, b) p (ci) の要素の中で他 のいずれかに先行す る要素に対 してもイ

ンターフェイスを持たない。 これが, あるネ ットワークが完全非冗長であるための必要十分条件で

あ り, この場合, 任意の要素ciは その直接後続要素s (ci) を除 く後続要素全体に直接先行せず,

s (ci) の要素間 にイ ンターフェイスを持つ こともない。

a), b) の条件は結局ciの 直接先行要素の中でciに ただ一つのパスをもつ要素 とい うことにな

るか ら, ブール積 によ らない行列の積 で, Rpに 相 当す る次数だけRを 掛けた ときのその成分の値に
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よってそれを判定できる。す なわちRpの 次数をdと して, Rdの 対角成分 (=1) のほかに値がd

の成分だけを残 し, その値 を1に 替えた行列が, 完全非冗長 なネ ッ トワー クをあ らわす行列である。

(図IFMと その完全 冗長, お よび完全非冗長 なネ ッ トワークの行列表現)

3.4 ルー プ探索

3.4.1 ルー プの意 味 とその取扱い

通常ネ ッ トワー ク計算にお いては, ループが存在 しない ことを前提 として計算手法が構築 されて

い る。つ ま り, も しループが存在す る場合 は, それを排除 しなけれ ばな らないよ うになっている。

ところが, 建築の ように人為的なプロセス, あるいは物的要素の複雑な組立 といった問題 を扱 うと

き, ループは不可避的 に出現 しがちである。 したがって, これ らの存在 を念頭 においたネ ッ トワー

ク計算の手法が必要 となるはずである し, また, それ らの構造化を取 り扱 うことができるよ うな手

法が望まれ るわけで ある。

ループが出現す る可能性 は次の理 由に よる。

(1) 入力 ミスまたは定義 ミス

実際にはループが存在 しなインター フェイ スの関係であるのに, 誤 ったデータが入力 されて しま

う場合がある。特に, 繰 り返 し型 のプ ロセスでは, 単一工区での要素間のIFの 有無を判定, 定義す

る際に, 異なった工区間のIFと 同一工区間のIFが 混同されて しま うことが多い。 こうしたループ

をネ ッ トワーク計算の過程でチェ ックした り, 矛盾のないネ ットワークに変換す ることもIFMの 機

能 の一つ として必要 である。

(2) 手戻 り

工程 自体 に手戻 りがある場合, すなわ ちある工程要素が終了 した後い くつかの要素を経て再びそ

の要素にプロセスが再帰す る場合, その間のプ ロセ ス全体がループをなす。 このよ うなケースは,

ふつ うプ ロジェク トの実施段 階の異常作業 として現れ, 計画段階では積極的に意味付けられ ること

はない。 しか し, 手戻 りが本質的に発生 しがちなプロセスであれば, プ ロセス制御の観点から, 手

戻 りが生 じた場合 にも備 えた計算処理ができるよ うになってい ることが望ま しい。

(3) 同時作業あ るいは組作業

い くつかの要素がほぼ同時に開始 され終了す ることになっていなが ら, なおそれ らの問の先行 ・

後続関係 を明 らか に定義で きない とき, これ らは同時作業 とみ なされ, ループ として表現 される。

特に異なった職種の間での協力的な同時作業が要請 され る場合は, これ を組作業 とい う。K未 作業

は, 建築の組 立にはごく一般 的に見 られ るループである。

(4) 自己ループ

IFMで はその行列Rの 成分 (i, i) を自己ループ として扱い, これ に作業 を対応 させてい る。そ

の理 由については前節に述べ た とお りである。

以上のよ うに, 構 工法計画 あるいは建築生産の分野においては, ループは不可避 的に出現するも

のであ り, したが ってこの ような分野を対象 としたネ ッ トワー クにはループを積極 的に組み込んだ

演算手法が要求 されるわけである。 この ようなループに関す る演算 を取 り入れ たことは, 本論文で

あつか うIFMに よるネ ッ トワー ク手法の大 きな特徴 の一つである。

3.5 ルー プ解消による単工 区モデルの作成
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3.6 本章の結論

【成果】

* IFMの べき乗か ら得 られ る到達可能行列を用いて工程順序に したがった構成材 (工程要素) の並

び替 え (トポ ロジカル ・オーダ リング) を行 う方法を求めた

* その際, ダ ミー作業 を加 えた り, 冗長性 を除 くためにIFMの 順序構造を変更 しな くて済む ことを

示 した

* 到達可能行列は, 完全 冗長性 を持つIFMの 表現であることをあきらかに した

* ループ探索 とその解 消を行 う方法を示 した

【第3章 に関す る主要既発表論文 ・講演 】

(略)
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第4章 インター フェイス ・マ トリクスによる構 工法の システム化

4.1 は じめに

本章で扱 うのは 「ジ ョブ ・コーデ ィネーシ ョン」 といわれ る問題 である。建築は多 くの専門職種

が錯綜 した工程 に したがって, 順次作業を行 う。 この場合, 工程を整理 し, 計画管理 しやす くする

には大別 して二つの方法がある。ひ とつは, 本論文の後半で扱 うことになる多工区同期化構工法の

よ うに, 作業空間 を分 けることによって同時作業 を可能 にしなが ら同時作業をはかる方法である。

も うひ とつは, 工程や構法, あるいは担 当職種を変えて, 同種の作業のまとま りをなるべ く大きく

す ることである。 これに より, 全体 を手切れのよいいくつかの部分に分 けて進行 させ るこ とができ

る。

後者が, システムズ ・ビルデ ィングの基本的な考え方である。 システムズ ・ビルデ ィングにおい

ては, 全体 (トータル ・システム) はいくつかのサブシステムに分割 され る。各サブシステムは 「も

の」 とそれ に対応す る 「仕事」 とか ら成 る。サブシステム間のイ ンター フェイスを最小限に とどめ

ることによって, 各サブシステ ムの開発 ・設計 ・生産 ・施工を他か ら独 立 して進め られ るよ うにす

ることが, システ ムズ ・ビルデ ィングの 目的 であ り, 手法であ る。

本 章では, IFMに よ り, さま ざまな構成材 (=工 程要素) か ら成る トータル ・システムか らいか

に してサブシステムを抽出す るか とい う問題 と, 抽 出 され たサブシステムをいかにまとま りよく,

手切れ のよいサブシステムにす るか とい う問題 を扱 う。

システ ム化に際 してIFM以 外 に用い られ る外部変数 (属性) は, 工程要素の担 当職種である。

4.2 IFに よるサ ブシステムの抽出

4.2.1 サ ブシステム化のためのIMFの 応用

IFMの 演算 によって全体工程の中か らサブ システムを抽 出 し, その範囲を確定する方法について

述べ る。

いま, 工程全体に含 まれ る工程要素の数 を次元数 とす るベ ク トル空間を考える。 ある空間的 まと

ま り, 機 能的 まとま りを持 ち, かつ同一 の職種 によって施工 され る工程要素 (構成材) 群 をとりあ

げ, それをあるサブシステムの構成要素の候補 とす る。 これ らの工程要素のそれぞれには, 担 当職

種 があ らか じめ与え られてい るもの とす る。

サブシステムの構成要素の候補 とされた要素群 をSS1と する と, 前章で示 した ように, SS1に 対応

す るベク トルSS1が 定義できる。その先行要素P (SS1), 後続要素S (SS1) により, SS1の 誘 引要素I

(SS1) が求め られ る (図4-1, 4-2)。I (SS1) はSS1を 含む。

サブ システム化 にあたって検討の対象 となるのは, SS1お よびI (SS1) である。

誘 引要素の うち, SS1∩I (SS1) に相当す る部分 (狭義の誘引要素) は, の担 当職種ではない職種

に よって施工 され る工程要素群である。必要であれ ば, これ らの担 当を変え, SS1に 統合 できるか否

かを検討す る。この手続 きを終えると, 工程要素の全体は, 先行要素, 抽出 され たサブシステム (SS

1), 狭義の誘引要素, 後続要素の4つ に分け られ る。

サブシステム化 の評価 は, 次に よる。

(1) 狭義の誘引要素が十分に少ないか , またはそれ らによるサブシステム工程の複雑化 の度合が適正

に とどま っているか。

(2) サブ システム と先行要素, 後続 要素 との間のイ ンターフェイスが量的, 質的 に適切 であるか。
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4.2.2 検討事例-1 複合化構工法の部分構工法 の生産性比較1

以下は, SRC・RC系 の複合化構 法集合住宅躯体工事の部分構 工法の生産性 を比較す るために,

IFMに よるサブ システムの抽出を応用 した事例である。労務量による比較分析は, 細か く分節 され

た工程要素について行われた実際の躯体工事にお ける調 査デー タに基づいてい る。

●比較 のた めの条件

部分 工法 を抽出 して比較す るためにはまず以下の条件の違 いを検討す る必要がある。

[条件1] イ ンター フェイスの物理的条件が同一

[条件2] 構成材 を扱 う職種, 技能, 機 器が同一

[条件3] 性能, 精度が同一

[条件4] 作業条件 が同一

また, 比較の方法 としては以下の2つ が ある。

(1) 同 じBE量 の部位 を抽出 し比較す る。

(2) BE量 と労務量の相関 を用いて比較す る。

[条件1～4] は構成材の種類 と関連 が深い。在来工法は構成材 の種類がほぼ同 じで [条件1～4] にも

標準が設定できた。そ のため方法 (2) によって標準労務量 (=歩 掛 り) が把握 された。 しか し, 複合

化 による省力化工法 が導入 され異種の構成材が用い られ ると [条件1～4] 中で も1と2が 変化 し比

較が難 しい。 この場合は, 方法 (1) によ り [条件] の影響 を考慮 しなが ら比較す ることが必要である。

● ケー ススタデ イ

2工 事について観察による現場労務量調査 を行 ない部分構工法の比較を行 った。部位, 職種, 構

成材の種類等に着 目しB-84, C-88の 工程要素に分割 し各工程 要素の関係 をインターフェイスに

よって定義 した。部分 工法の抽 出対象はいろいろあるが, ここでは住戸床及び小梁 について検討す

る。 なお, 調査はB9階, C4階 で行ない数十個分のデータを平均 した値を用いてある。

■住 戸床

両工事の躯体形状は同 じで, 住戸床のBE量 も等 しい。 工法はBが オムニア版床工法, Cが 在来

床 工法である。方法 (1) によって2つ の部分構 工法を比較す る場合, 構成材を同一の範囲で切 り取 る

ことが大切 であるが, 実際は完壁 な分割 を行いがたい, この場合 コンク リー ト打設は全部位 に及び

各部位に分割できないため双方か ら除いて比較 した。その結果, B-7, C-4の 工程要素を抽出

し, さらに先行, 後続す る工程要素を図4-1の よ うに並び換 えて表わ した。

図4-1 工程要素の表わ し方

1 昭和56年 大会梗概
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それぞれ床工法の工程要素は図4-2, 図4-3に 示す とお りである。 さらに労務量 を表4-1, 図4-3

のよ うに集計 した。 それ による とBの 法が トータルで2割 程度, 構成材 自身の作業だけでは1割 強

省力化 されている。 しか し, それ以上に担 当する職種の変動が大き く一概 に比較できない。 さらに

この内同種の構成材 を扱 う鉄筋工の労務量生産性 をみる。各 々の資材量はB-0.29t, C-0.94tで

あ りこれ らの数値で労務量を割 る と, B-875.9人 分/t, C-177.7人 分/tで ある。Bの 方が著

しく生産性 が悪い。[条 件1] に違いがあるこ と理由の1つ として考 えられ る。

■小梁

労務量の集 計結果のみを表4-3, 図4-5に 示す。BはPC工 法, Cは 在来工法である。ここで も双

方か らコンク リー ト打設作業 を除き, 各々 らの工程要素を抽 出 した。BはCに 比べ1/2以 上の省力

化になってい る。

以上か ら, 次のことが言 える。標準労務量は構工法 (特に構成材の種類 とジ ョブコーデ ィネーシ

ョン) が安定 した状態においては把握 しやす い。それは先に示 した [条件1～4] が標準化 されている

か らであ る。工法の多様 な分化はさま ざまな質的変化 をもたらし,　それ によって標準を設定 しづ ら

くしている。

図4-2 B工 事 床工 法工程 要素 図

図4-3 C工 事床工法工程要素図
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表4-1 職 種 コー ド 表4-2 床工法の労務量比較 表4-3 小梁工法の労務量比較

図4-4 床工法の労務量比較 図4-5 小梁工法の労務量比較

4.3 サ ブシステム間のイ ンター フェイスとシステムズ・ ビルデ ィング

4.4 本章の結論

【成果】

*IFMに 示 された工程要素 とその工程順序関係 に,「職種」の情報 を加えることにより, その職種

の担 当す る工程要素群 (=「 もの」 と 「こと」のまとま り=サ ブ システム) に対応するベク トルc

を抽 出す ることができる

*ま た, IFMの べ き乗か ら得 られる到達可能行列を用いて, サブシステムcに 対応する誘引要素I

(c), 平行要 素L (c) を算 出で きる

*誘 引要素の多寡や, 誘引要素 ・先行要素 ・後続要素 と当該 サブシステムのインターフェイスの質 ・

量によ りサブ システ ム化の評価 が可能であ るこ とを示 した

【応用事例】

・住宅用設備 ユニ ッ トのジ ョブ ・コーデ ィネー シ ョンに関す る研究

・集合住宅 躯体 工事の部 分構 工法の生産性 に関す る分析

【第4章 に関す る主要既発表論文 ・講演】

(略)
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第5章 イ ンター フェイス ・マ トリクスによ る工程計算

5.1 は じめ に

*目 的: IFMに 示 された工程要素 にその作業時間の情 報を加 える ことによ り, 各工程 の最早

(遅) 開始時刻, 最早 (遅) 終了時刻, ク リテ ィカル ・パ ス, トー タル ・フ ロー トな どをIFM

に基づ いた行列演算 に よって算出す る方法 を見 出す

*方 法

・「こと (=工 程要 素)」 に対応 す るIFMの 対角要素 にその工程 要素 の作業時間 を組 み込む

・上の形 に変形 されたIFMよ り, 最早 日程 (終了時刻) 行列EFと 最遅 日程 (終了時刻) 行

列LFを 求 める

・最早 日程 (終了時刻) 行 列EFと 最 遅 日程 (終了時刻) 行列LFよ り, ク リテ ィカル ・パ

スお よび トー タル ・フ ロー トを求め る

5.2 最早終 了時刻行列EF

Rと 各工程要素 の作業時間Tiか ら最早終了時刻行列 (または最早 日程行列: 以後最早時刻

行列 を採 用), EF={Eij} を求 める1。Rはn個 の工程 要素 と工程要素間のイ ンター フェイス

の有無 に よって定義 されたn×n型 の行 列, す なわち, 対角要素 を1, 非対角要素の うち工程

要 素Ciが 工程 要素Cjに 直接先行す る場合 を1 (rij=1), その他の要素 を0と した行列 で

ある。

ある工程要素Ciの 最早 開始時刻 をESiと あ らわす2。Ciを もっ とも早 く開始で きる時刻は,

それ に直接 先行 す る工程要素群 {Ch} の最早 終了時刻EFhの うちのもっ とも遅い時刻であ る。

各工程 要素Chの 最 早終了時刻はそれぞれ の最早開始時刻 に作業時間 を加 えた値であ る。また,

EFとESの 間には次の関係 がある。

(5.2.1)

Ciの 最早開始時刻ESiは, EFh (=ESh+th) の うち最大 の もの となる。

いま, 最早終 了時刻行 列EF={Eij} の要素を次の よ うに定義す る。

(5.2.2)

ただ し, ChはCiの 直接先行要素 (すなわちrhi=1)

1 EFはEarliest Finish Timeの 略。

2 ESはEarliest Start Timeの 略。
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図5-1

この行列 の意味す る ところは次 の とお りである。す なわ ち, EF= {Eij} はそのi番 目の対

角 要素にciの 最早終了時刻 をあ らわ した行列であ る。ciの 最早終了時刻 は, 行 列のi列 (i

≠j) に含 まれ る値 の最大値 にTiを 加 えた値であ る。また, Eijの 非零要素 はiに ついて (i

行 で) jに よ らず一定の値, すなわ ちiの 最早終了時刻 の値 を とる (図5-1)。 この性質に よ り,

EFを 最早 終了時刻行列 と呼ぶ。ciの 直接 先行要素が φの場合, EijはTiと なる。

同様 に最早開始行列ESを 定義す るこ とも可能であ り, これ はEFのi行 の各成分の値か ら

Tiを 引いた値 を持つ。 さらには, ESの 対角成分 をEFiに 変 えた行列 も考え うる。

IFM, Rか らEFを 求め るのは次の手順 に よる。

(1) トポ ロジカル ・オーダ リングを施 したRに ついて,直 接 先行要素 を持たない要素の対角

要素 (rss=1) をTs (=EFs) に置 き換 え る3。 また,各 々の直接 後続 要素ciに つ

いてrsiをiに よ らず (s列 すべて) EFsに 置 き換 える。

(2) 次に, トポ ロジカル ・オー ダー に したが い, 直接先行要 素を持 つ要素Ciに ついて, 順

次つ ぎの操作 を行 う。 すなわ ち, ciの 直接先行要素 (rhiが1で あるh番 目の要素) のす

べ てのrhi (=EFh) の最大値 にTiを 加 えた値 をEFiと す る。また, ciの 後続要素ci (r

ij=1, i≠j) すべて につい て, rijをjに よらず (i列 す べて) EFiに 置き換 え る。

(3) 最後 まで同 じ操 作を繰 り返す。EFiの 最大値が ク リテ ィカルパス上の工期 (T) をあ らわす4。

図5-2にEFの 例 を示す。

図5-2EFの 例

5.3 最遅終 了時刻行列LF

同様 に, 最遅終了時刻行列LFを 定義す る ことができる。いまある工程要素ciの 最遅開始時

3 ここでも, IFMに よるオーダリング, 工程計算は始点, 終点が複数あってもよいとしていることに注意。
4 終点がひとつであればEFnがTと なる。ここでは始点, 終点が複数存在 してもよい。
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刻LFiを 考 え る5。LFiと 最遅開始時 間LSiと の間には次の関係 があ る6。

(5.3.1)

LFiは 工程要素ciの 直接後続 要素 {ck} の最遅開始時刻LSkの うちもっ とも早い時刻 と一

致す るか ら, 次の式が成 り立つ。

(5.3.2)

(5.3.3)

この関係 に よ り, 最遅終 了時刻行列LF= {Lij} の要素 は次 のよ うに定義 され る。

(5.3.4)

た だ し, ckはciの 直 接 後 続 要 素 (す な わ ちrik=1)

図5-2

LF= {Lij} はそのi番 目の対角要素 にciの 最遅終了時刻LFiを あ らわ した行列 である。

ciの 最遅 終了時刻 は,行 列のi行 に含 まれ る値 の最小値 を とる。 また, rij=1 (i≠j)

の とき, Lijのi列 の非零 要素はjに よらず一定の値, す なわちiの 最遅 終了時刻 の値 を とる

(図5-2)。 これ に よ り, LFを 最遅終 了時刻行列 と呼ぶ。

5 LFはLatest Finish Timeの 略。

6 LSはLatest Start Timeの 略。
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ciの 直接 後続 要素が φの場合, LiiはTと な る。

Rか らLFを 求め る手順 は次の とお りで ある。

(1) トポロジカル ・オー ダ リングを施 したRに おいて直接 後続 要素 を持 たない要素の集 合 ({c

e}) のreeをLFe (=T) と置き換 える。 また {ce} の直接先行要素 とのIF (={ri

e｜rie=1}) をすべてTと 置 き換え る。

(2) 次に, 直接後続要素 を持つ要素ciに ついて トポ ロジカル ・オーダー の逆行順 にLFiを 求

め る。LFiはciの 直接 後続 要素ckのLFkか らTkを 引いた値 の最小値で ある。また, r

hi (=1: chはciの 直接先行 要素) をすべてLFiに 置換す る。

(3) トポ ロジカル ・オー ダー の先頭 にいた るまで , 同 じ操作 を繰 り返す。

最遅開始時刻行列LSは {Lij} の第j列 成分 (=LFj) か らTjを 引いた値 であ らわ された

成分 を持つ行列 であ る。

Rの 転置行列tRはciの 直接後続要素 を求 める関数で あるか ら7, これに よ り最遅 終了時刻

行列LF'を 導 くこともできる。 この場合, tR (t{rij}) に対応す る最遅終了時刻行列LF'

={L'ij} の要素は次の よ うに定義 され る。

(5.3.5)

た だ し, ckはciの 直 接 後 続 要 素 (す な わ ちrik=1)

y=iか つ {k}=φの 場 合, L'ij=T

す な わ ち, L'ij=Ljiが 成 り立 つ か ら,

(5.3.6)

とな る (図5-3)。Rか らLF'を 導 く手 続 き は 上記 (1)～(3) と 同 様 で あ る。

7 式 (3.2.7) 参 照。
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5.4 トー タル フ ロー ト, フ リー フロー ト, ク リテ ィカルパスの計算

ciの トー タル フロー トTFiは, 定義に よ りその最遅開始時刻 と最早 開始時刻の差であ り,

次の よ うにあ らわ され る。

(5.4.1)

式 (5.2.1) よ り

(5.4.2)

上 式 に 式 (5.3.1) を 代 入 して,

(5.4.3)

また, すべての工程が最早で開始 され ることを前提 と した ときの余裕時 間であるフ リー フロ

ー トFFiは,

(5.4.4)

と定義 され る。ただ し, この とき {k} は要素ciの 直接後続要素 の番号の集合であ る。式 (5.2.1)

よ り次式が成 立す る。

(5.4.5)
図5-3

こ の よ うに, トー タル フ ロー トTFi, フ リー フ ロー トFFiは, EF, LFか ら求 め る こ とが で

き る。LF-EFの 対 角 要 素 は トー タル フ ロー トを あ らわす 。
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ク リテ ィカ ル パ ス は,TFiがOで あ る要 素ciをIFに よ って 結 ん だ パ スで あ る。 こ の とき

(5.4.1), (5.4.3) よ り次 式 が成 り立 つ。

(5.4.6)

(5.4.7)

5.6 本章 の結論

【成果 】

*IFMに 各工程要素の 「作業 時間」の情報 を加 えることに よって, 最早 日程行列, 最遅 日程行

列 を簡 単に計算で きるこ とを示 した

*ま た, 再送 日程行 列, 最遅 日程行 列か ら, トータル ・フ ロー ト, フ リー ・フロー ト, ク リテ

ィカル ・パ ス等 を産 出す る方法 を示 した

【第5章 に関す る主要既 発表論文 ・講演 】

(略)
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第6章 工 区分割 問題 とイ ンター フ ェイス ・マ トリクス

6.1 は じめ に

繰 り返 し型の工程 を持つ 工事 を多工 区分割 し, かつ同期 化を図る方法 につ いては, ライ ンバ

ランシ ングやマルテ ィ・アクティ ヴィテ ィ・チ ャー トな ど, これまでに もい くつ かの考 え方が提

案 されて きてい る。 しか しこれ らを 「手法」 としてみ るとき, 特 定の解 にいたる過程 を必要十

分に操作 し再現で きるよ うになってい るとはいいがた く, したがってそれ だけ応用の範囲 を狭

めてい る といって よい と思われ る。

本章では この点に注 目し, 単工区モデルの基準工程をあ らわすIFMと い う一定不変の 「関

係構 造」 を出発点 と して, 工 区分割問題 をIFMの 部分行 列化 の問題 として扱 えるよ うにす る

手法を新た に提案す るもので ある。工程 を分割 し特定の工区に割 り付 ける ことを厳密 に数理的

な演算に置 き換 えることによ り, 一連の過程か ら偶然にな され る選択決定 を排除 してお こ うと

い うことで ある。その意味では この手法は最適解 を自動的に もた らす ものではなく, む しろそ

の よ うな解 を得 るための支援手法 である といえる。

実際, 後 に述べ るよ うに, この手法 は 「完全 同期化」, す なわち各職種 (作業チーム) が手待

ちや作業時間の重複な くフル稼働 してい るとい う条件 を前提 としているため, 「最適解」はひ と

つでは な くい くつ も得 られ る。

本 章では最初に この 「完全同期化」 とい う概念 を説明 し, また工区分割 がIFMの 部分行列化

とどの よ うに対応 してい るのか を示す。次いで, 「サイ ト工区」 と 「ジ ョブ工区」とい う概 念を

導入す ることに よ り, 作業空間 を分割す るこ とと作業プ ロセスを分割す る ことの違い を明 らか

にす ると ともに, 両者 を関係 付 ける。そ して最後 に, 任 意の工区分割数 を持つ 工程計画の作成

法 を示す。

6.2 多工 区分割 と工程同期化

6.2.1 工程 の完全同期化

工区分割の 目的は, 本来順序関係が存在す るた めに同時に作業す ることができない工程 を,

作業空間 を分 け ることに よ り同時作業 が可能 な よ うにす ることにあ る。

異な る職種の担 当作業間 にイ ンター フェイスが存在す るとき (作業 の順序 関係が存在す ると

き), 単工区モデル (基準階工程) では同一作業空間内の作業 とな るため, ある作業が進行 して

い る間 に他の作業が休止状態 となるた め, 全体的な稼働 率の レベル は低 い。 しか し, これ をい

くつかの工 区に分割す るこ とがで きれ ば, 各職種は平行 して作業を行 うことができるよ うにな

って稼働率 は上 り, 作業者の数 は同 じで も工期 は短縮 され る。

● 「各職種 常傭 」 と 「各職種非常傭」 のス トラテジーの違い

いま, 基準階工程1サ イ クル を2回 繰 り返す (2階 建て建築物 の) を例 に取 り上げ る。基準

階工程 (の ク リテ ィカル な作業) は, 図6-1 (a) のn=1に 示 され るよ うに直列 に連結 して

い るもの とす る。基 準階全体を1工 区 とした単 工区モデル の場合 (a), 各職種 の作業時間の不

揃い によ り, サイ クル を繰 り返す うちに手待 ちが生ず る。2階 (2サ イクル) 分 の工程で は,

先行工程の職種 (A, C) より作業時間が相対的 に短い ことに よ り, 職種B, Dに 手待 ちが生

じ, C以 外 は ク リテ ィカル な工程 を外れ てい る。

1



(a) 水平1工区分割

(b) 水平2工区分割

(c) 水平4工 区分割

(d) 水平8工区分割

図6-1

このよ うにク リテ ィカル でない作業 を含む 工程 を重ね合わせ , 異職種間の同時作業を許す に

は, 2つ の ス トラテ ジー があ り うる。 この ことを水 平2工 区分割 で例示す る。図6-1 (b) の

上段 は各職種の作業 を最初 のサイ クル の最早開始時刻で始め る とい う戦略であるが, この場合

全体工期は短 くなるが, 直前工程 よ りも作業時間の短い職 種には常に手待 ちが生ず る。 その意

味で この戦略を 「各職種非常傭」の戦略 と呼ぶ ことがで きる。 一方 (b) の下段 は, 各職 種の

作業 を最終サイ クルを基準 と した最遅開始時刻か ら始め るとした場合 の工程で ある。こちらは ,

全体工期は延 び るものの, 各職種 が連続的 に作業 を行 うことが できるため ,「 各職種 常傭」の戦

略 を とった場合 の工程 とい うことがで きる。 いずれ の場合 も, 各階 (工区) のサイ クル工期は

等 しくな らない こ とに注意す る必 要があ る。

作業 量, 作業人 数の多い職 種に関 しては, 常傭的に取 り扱 うのがふつ うであるか ら, 図6-1

の (c),(d) には各職種常傭 とした場合の水平4工 区分割 , 同8工 区分割の例 を示 した。(水

平)工 区分割数 が多いほ ど全体 工期 は短 くな る。
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●投入 資源水準一定 下での 「同期化」

各職種 の手待 ちをな く し, 全工程 を ク リテ ィカルな工程 とす る場合, 一般 にタク ト工程 と呼

ばれ てい る工程, すなわち各職種の作業時間を等 しくす る方法 が有効 である。 この よ うなケー

スを,「 同期化」 され た状 態 とい うことにす る。

(a) 水 平1工 区分割

(b) 水平2工 区分割

(c) 水 平4工 区分割

(d) 水平8工 区分割

図6-2
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基準階単工 区工程 を図6-2 (a) に示す。職種 数 (工程 分割 数) をl, 基準階 をn工 区分割

した場合 のサイ クル工期 をtnと し, この ときの タイ ムモデ ュール, す なわ ち繰 返 し作業の1

単位 分の時間 をMnと す ると, 両者の間 には次の関係 があ る。

(6-1)

(6-2)

(6-3)

上記の関係 は投入資源 水準 (各職種の作業者の数な ど) が一定であるこ とを前提 としてい る。

各投入資源 を単純に倍 にすれ ばサイ クル工期t1は 半分にな るとい うように, t1が (したがっ

てM1=t1/lも) 一定 しないか らである。 しか し, 投入資源一定 と して も, 実際 には次の よ

うな制限があ る。 す なわ ち, 工区分割数が増え るとそれ に反比例 して1工 区あた りの作業空間

は小 さくな る。一定の大 きさの作業空間で同時に作業ができる人数 には限 りがあるか ら, (その

状 態を資源密度 の上限 と呼ぶ ことにすれば) 実は工区分割数 に も資源密度 に応 じた上限が存在

す る。以下 は, 「資源密度 が上限にあ り」かつ 「その条件下で投入 資源水 準が一定 であ り」また

かつ 「工程分割数 (l) が一定で ある」 こ とを前提 とした工区分割数 の検 討であ る1。

基 準階工程 は上階で も繰 り返 され るが, 一般 に, 下階での 自職種 の作業の終了後ただちに職

種Aが 上階での作業にかかれ るわけではな く, 最 も遅 い場合 には下階 での最終工程Dが 終了 し

た後に作業 を開始 しなけれ ばな らないので, 単工区の基準階工程2階 分 の全体 工期 は, t1+

M1とt1×2の 間の値 を とる。水 平2工 区分割の場合, 上階第1工 区 (2-1) の工程Aが 直下

階 の工程C以 降の工程 要素にイ ンターフ ェイスを持 たなけれ ば, Aは 下階第1工 区 (1-1) の作

業 が終 了 し次第開始で きるので, 各職 種は手待 ちな く, 順 次, 次 工区の作業 にかか ることがで

きる2 (図6-2 (b) (1))。 しか し下階の最 終工程 が終了 しない限 り上階の最初の工程が始め

られ ない とす る と, (2-1) のAは (1-1) のDの 終 了後 に開始 され るこ とにな り, 各職 種には手

待 ちが生ず る (図6-2 (b) (2))。

●投 入 資源 水準一定 下での 「完全同期化」

しか しなが ら, 水平工区分割 数nが 工程分割数 (l) と等 しいかそれ以上の場合 には (図6-2

(c), (d)), 上階の最初 の工程 の開始以 前に下階の最終 工程 が終了 してい ることが保証 され

て いるため, 各職種の作業 に手待 ちが生ず ることはない。そ こで, この ような同期化状態 を 「完

1 資 源 密度最 大限, 資 源 投入水 準一定, 工 程 分割数一 定がワンセ ッ トの条件であ ることは次 のよ うに証

明 され る。

いま, 基 準 階単 工区での職種kの 作 業の施 工量 をLk1と す る。 この とき資源水準 (～資 源密度) Rk1

が 上 限 (Rkmax) に 達 して いれ ば (Rk1=Rkmax), 施 工 歩掛 りをEk (施 工 量/単 位 資源 量 ・時間) と し

て, tk1=Lk1/ (Ek×Rkmax) =M1=t1/l。 す なわ ち, Rkmax= (Lk1×l)/ (Ek×t1)。

基 準階 を水平n工 区分割 した場合 の職種kの 施 工量 はLk1/nで あ るか ら, tkn=Lkn/ (Ek×Rkn)

=(Lk1/n)/ (Ek×Rkn)=Mn=M1/n。 これ よ り, Rkn= (Lk1/n)/ (Ek×(M1/n))

=Lk1/ (Ek×M1)= (Lk1×l)/ (Ek×t1)=Rkmax。 す なわち, 基 準 階単工区で資源密度 が上

限 にあれ ば, 投 入 資源水 準を一定 とす る限 りそれ をい くつ の工 区に分割 しよ うとも資源密度 は上 限にあ り,

か つそ の ときの工程分割 数 も一意的 に決 まる (Rkn= Rkmax= (Lk1×l)/ (Ek×t1))。

2 厳 密 にい えば, 上 階 の作業 が開始 で きるのは, 上 階 での先頭の工程要素 (群) が イ ンター フェイ スを

持つ直下階 (ま た は さらに下階の同一サイ ト工区) の 工程要素群の うち, も っ とも遅 く終了す る工程が終

わ った後 であ る。
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全 同期 化」 と呼ぶ ことにす る。 完全同期化状態 下 (n≧l) で は, 水平n工 区分割時 の全体工

期 をTn, 階数 をmと して, 次の関係 が成 り立つ。

式 (6-1), (6-2), (6-3) よ り,

(6-4)

(6-5)

式 (6-4), (6-5) にみ るご とく, 完全同期化状態下 (n≧l) では, 水 平工区分割数nが 大

き くな るほ ど全体工期Tnは 短 くな る。最初 の工程 の最終 工区での終了 日程 (時刻) に相 当す

る両式 の第1項 は工 区分割数 によ らず一定 であ り, 第2項 が最終工区での残 余の職種 の作業 に

要す る工期 をあ らわす。工区分割数nに 応 じて短縮 され るのは この第2項 である3。

●投 入資源水準 を増やす 場合 (=工 程要素数 (職種数) を増やす 場合)

ここで, 「n>l (図6-2 (d)) である」 とい う条件が持つ現実的な意味を考えてみたい。n

>lと い う条件 だけに着 目す ると, 水平 工区分割数nに 対 して同時作業にかかれ る職種数 (工程

要素数) はそれ よ り少ないlで あ るか ら, lを 大 きくとれ ば さらに同時作業 を増やす ことがで

き, その結果 工期短縮 をはか る可能性 があ りそ うである。 あるいは, 各職種の投入資源 水準を

一律に上げて, サイ クル工期 を短縮 す ることも考え られ る。 しか し, この一連の検討では, l

分割 され た工程 を担 当す る職 種の資源密度が上限に達 している とい うことを前提 と してい るた

め, 後者 の投入資源 水準増加 とい う方策は と りよ うがない。 これ 以上1工 区あた りの投入資源

を増加 で きない とい う意味で, nは すでに上限 には りついてい るのである。 よって, これ以上

の工期短縮は工程分割数 (l) を (l') に増や し, 同時作業を促進す るほかない とい うことに

な る。

分割 された各職種 (作業テ ィー ム) の工程 はい くつかの工程要素群 か らなる。完全 同期化条

件下での工程分割 の増加 は, 工程分割数変更後 の各作業テ ィームの作業時間をそろえなが ら,

担 当工程要素群の割付 けを変 えるこ とを意味す る。投入資源水準が不変で各 工程要素 の作業能

率 もテ ィー ムによ らず一定 であるな らば, 当然, 各作業テ ィームの作業時間は工程分割数 の増

加 に反比例 して減少す る。 しか し, ここでの検討 は, 投入資源水準が一様 に上限に張 り付 いて

い るこ とを条件 としているか ら, この作業時間 の減少 を埋 めるだ け (つま り工程分割数 の増加

に比例 して) 各作業 テ ィームの投入 資源水準 を増加 させ るこ とが必要 とな る4。すなわち, 工程

分割 の増加 は, 同時 に投入資源水準 の増加 を意味す る。 工程分割数 を (l) か ら (l') に変更

す る ことに よ り, (6-1), (6-2) は次の よ うに書 き換 え られ る。

(6-1')

3 これには, あくまで 「投入資源水準 (作業者の数など) が同一である限 り」とい う条件がつ く。
4 実際には投入資源量は離散的な自然数の値をとるため, 必ず しも連続量として取 り扱えるわけではな

い 。
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(6-2')

こ の とき (6-3) 式, tn=t1/nは, l, l'に よ らず 成 り立 つ か ら,

(6-3')

し た が って5,

(6-6)

ま た, 式 (6-2'), (6-6) よ り,

(6-7)

が 成 り立 つ 。 こ の と き, 新 しい 工 程 分 割 (l') に 対 応 す る全 体 工 期T'nは ,

(6-4')

(6-5')

で あ るか ら, (6-4') 式 に (6-6) 式 を 代 入 す る と とも に, (6-5') 式 を 変形 して 次 を 得 る。

(6-4")

(6-5")

式 (6-5") よ り, 工 程 分 割 数 を増 や した 場合 の 工 期 短 縮 効 果 は次 の とお りで あ る。

(6-8)

n, m, t1は 一定で あるか ら, 工程分割数l6を 増や し, その分投入資源 を増やせば工期 短縮

効果 があ るとい うことにな る。

図6-3に, n=8, l=4, l'=8の 例 を示 した。 この場合, 4工 程分割の ときの各 工程

がそれ ぞれ2分 割 され てい るが, 各工区の投入 資源水準 は不変 であ り, 全体の投入 資源水 準は

最大 で2倍 となってい る (8サ イクル ～16サ イ クル)。 また, l=4, l'=8の いずれ の場合

も, サイ クル工期t8 (=t1/8) は一定であ るが, 全体工期 は, t1=32と した とき, 19か

5 脚注4と 同じ理由で, 常に (6-4) 式が成 り立つわけではない。

6 6.3節 に述べるように, 工程分割数はジョブ工区分割数とほぼ同義である。
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(a) 水平1工 区分割

(a') 水 平1工 区分 割

(d) 水平8工 区分割

(d') 水 平8工 区 分 割

ら11.5に 減 少 して い る。 図6-3

後 に示す よ うに, 上 下階にまたが る2以 上 のジ ョブ工区を一つ のジ ョブ工区 とみなす ことが

可能 であ るか ら, 水平 工区分割数naを (na<n) 増やす こ とな く, 実質的 にl (=n) を増

や し, より多 くの資源 を投入す ることが可能で ある。

●多 工区分割 同期化構 工法 計画 と工程分割 問題

多 工区同期化構 工法計画 にお いて は, MAC (Multi-Activity Chart), もしくはDOC (One-Day

One-Cycle) 工程表 な どと呼ばれ る工程 を作成す る。 これ は, 次の点 において これ まで扱 ってき

た タク ト工程 と異なってい る。

(1) 多工 区同期化構 工法計画 において は, ジ ョブ工区とい う呼称で1タ イムモデ ュール に相 当す
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る工程分割 を行 うが, 1ジ ョブ工区 に含まれ る工程要素群 は同一職種 (作業テ ィーム) に属 す

る もの とは限 らず, 複数 作業テ ィームの分担す る工程要素が混在 している。

(2) 逆 に, ひ とつ の作業 テ ィームが担 当す る工程要素は一つ以上の ジ ョブ工区 (=工 程) にまた

が って存在 して いるため, 各 ティー ムはジ ョブ工 区 (したが ってサイ ト工区) 間を移動 しなが

ら, 1タ イ ムモ デ ュールの作業 を完 了す る。

(3) しか し, 各作業テ ィー ムの1タ イ ムモデ ュール の作業時間は フル稼働 を前提 として計画 され

るた め, 完全同期化条件 は基本的 に満足 されてい る。 この点は, タク ト工程 の場合 と同一で あ

る。

(4) 完全同期化条件は, ほかな らぬ工程分割=ジ ョブ工区分割 に よって保証 され てい る。 タク ト

工程では 同一作業テ ィー ムの担 当工程要素群 を一連の大 きな単一の工程 にま とめ, 工区 と工程,

職 種間に1対1の 対応 をつ けるの に対 し, 多工 区同期化ではジ ョブ工区の異 なる工程要素間の

順 序関係 を取 り除 くこ とによ り, 工程要素群 を一連の工程 としてま とめる必要性 を無 くし, 完

全同期化条件 の導入 をはか るので ある。

次項 にお いて, 諸概念 の定義 と関係 を整理す る。

6.2.2 工程 分割 とジ ョブ工 区分割

工 区分割の基本 となるのは, 繰 り返 し施工 され るすべての工程要素の (各一つ の) 組 とそれ

らの間のイ ンター フェイ スで 定義 された単工 区の基準階IFMで あ る。 これ を異 なる数 の工 区

に分割す るこ とは, IFMを 部分行列 に分割す る ことで あるが, この とき異な る工区間のIFは

基本的 に消滅 し, 代 わ りに分割お よび分割後の条件 によって工区間に新たにIFが 付加 され る。

分割 された工 区は単 に施工プ ロセ スにお ける工程要素の分節 を示す ものであ り, 空 間的 な分割

単位 との対応付 けは この段階 ではな されてい ない。 この両者の違いを考慮 して, 本論文では前

者 を 「ジ ョブ工 区」, 後者 を 「サイ ト工 区」 と呼ぶ。す る と, 多工区分割 問題 とは, 基準階工程

を ジ ョブ工区工程に分節 しそれ らをサイ ト工 区に割 り付 けること, と言 い換 え られ る。 ジ ョブ

工区分割 数 とサイ ト工区分割数は見か け上同 じとして理解 す るのが簡 単であるが, 後 に精密に

議 論す るよ うに, 現 実には一致 しない。

●ジ ョブ工 区分割 と工程 分割 のた めの準備 と方針

ジ ョブ工区分割 とは, 基準階工程 をそれ ぞれ 連続 するい くつ かの部分 工程 に分割す ることで

ある。 ジ ョブ工区分割 は比較的長期間継続 す る工程 でかつ ク リティカル な工程要素 (例えば ク

レー ンを比較的長期 間用い る作業) を, 異な るジ ョブ工区の主要作業 として割 り付 けることに

よって行われ る。

完全 同期 化条件 を満 たす ジ ョブ工区分割 を多様 におこな うこ とが できるよ うにす るためには,

準備段 階での整理, ない しは方針の確認が必要で ある。以 下にその概要 を記す。

(1) 前項 に示 した よ うに, 多工区分割 同期化 に よる工期短縮, 生産性 向上 を 目指すのであれ ば,

サイ ト工区分割数 (n) をあ る程度 大き くし, またそれ に ともなって工程分割数 (l) も多 く

で きる よ うに準備 してお く必 要があ る。

(2) その ためには, 工程 分割 の境 界 とな りうる工程要素 をで きる限 り細かい単位 として用意 して

お くこ とが必要 であ る。 これ は,工 区分割 ・工程分割のた めの境界 を随所 に用意す るためばか

りで はな く, 完全 同期化 を保 つ (すなわち各作業テ ィー ムの作業量 を手待 ちな しに等水準 にそ

ろえる) ために も重要 であ る。
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(3) また, 各工程要素について, 構工法計画に関わる諸元を明 らかにしておくことが必要である。

特に重要なのは, 技能域による担当職種, 基準階あたりの施工量, 施工能率 (歩掛 り), 必要な

仮設資機材, 異職種間での組作業の必要の有無である。

(4) 一般に同一職種の作業 とみなされる工程要素であっても, 工程要素の独立性, 動き方の特性

によっては別の作業ティームの作業 として用意 したほうがよいこともある。逆に, 特に特殊な

技能, 資機材を要 しない工程要素に関しては, ある程度, 担当職種の割 り当てを自由に変更す

ることによって労務資源量 ・作業量の平準化をはかれるようにしてお くことが望ましい場合が

ある。

(5) 高層オフィスビルや複合化構工法によるRC・SRC造 集合住宅等, 繰 り返 し型の構工法には

典型的なシステムがある。 これ らについては工程要素, お よび工程要素間のインターフェイス

をその都度洗い出すのではなく, データベースとして蓄積 され うる。過去のデータから構工法

を組み立てうる時には, 躯体数量等施工量のみをパラメ トリックに扱えばよい場合も多い。新

たに部分構工法を案出す る必要がある場合には, その都度, 構工法を定義 し, データベースに

加えることになる。

●多工区同期化工程におけるジ ョブ工区分割 と工程分割の関係

前項で, タク ト工程 と多工区分割同期化工程の違いに触れた。 しかし, 完全同期化とい う前

提に関しては両者は同 じであ り, サイクル工期やタイムモデュールなどの概念はほぼそのまま

準用 してよい。 ここではそのことについて, やや詳細に述べ る。

サイ ト工区とは作業空間 ・建築空間の幾何学的分節をあらわす概念であり, 施工順に番号を

付けるとすれば一般には水平工区分割番号と階数を複合 した方法により, 建物下層より順次空

間座標系内に絶対的な工区番号を付 けることができる。 これに対 してジョブ工区とは, 特定サ

イ ト工区で特定 タイムモデュール内が特定工程を施工中であるとい う 「状態」をあらわす概念

であり, 「サイ ト工区の状態」とい う側面と 「分割 された基準階工程」とい う側面の2面 をも

つ。ジョブ工区にも工程の進行順に番号を付けるとすれば, ある時点でのサイ ト工区の状態を

あらわすジョブ工区は, 先行サイ ト工区 (番号の大きい工区) から後続サイ ト工区 (番号の小

さい工区) に向かって並んでいる (図6-4)。 引き続き述べるように, 互いに隣接する一連のサ

イ ト工区に隙間をあけずにジョブ工区を割 り付ける必要は必ず しもない。

いま簡単のために, 水平nサ イ ト工区分割, nジ ョブ工区分割の多工区分割同期化工程を考

える。このとき, タイムモデュールをMと して, (基準階および1サ イ ト工区の) サイクル工

期はnMと なる。
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基準階 工程 には工程 要素 {Ckj (i)} が含 まれ るもの とす る。 それ ぞれ は特定の作業テ ィー

ム (k) に よ り, 所 定のジ ョブ工 区 (j) において作業時間t (Ckj (i)) で施工 され る。 この

とき, 各作業テ ィームの作業時間の合計はMに 等 しい7。これ が多工 区同期化工程 におけ る完全

同期化 条件 であ る。す なわち, す べてのkに ついて, 次が成 り立つ。

Σ Σt(Ckj (i))=M

j i

あ る作業テ ィームの各 ジ ョブ工区にお ける作業時間は等 しくな く, まった く作業の ない ジ ョ

ブ工 区もある。

基準階工程か らタク ト工程, 多工 区同期化工程 を導 く方法を示 したのが図6-5で ある。 この

基準階工程 は, それぞれ3つ の工程要素か らなる3つ の職種 (作業テ ィーム) の作業 か ら構成

されてい る。 これ をそれ ぞれ3つ のタク ト工程, 多工 区同期化工程に分割 す る方法 を示 したの

が, 図6-3 (a) で ある。 タク ト工程の場合 は同一職種の工程要素 を大 きくま とめ るよ うにす

る。一方, 多工 区同期化 工程 の場合 には, それ にこだわ らず, 単 に工程 を3分 割すれ ばよい。

タク ト工程, 多 工区同期化 工程 のいずれ の場合 も, 各テ ィー ムの工程要素 に要す る作業時間の

合計 がそろってい る (=M) ことが必要であ るが (完全同期化 の条件 によ り), 多工区同期化の

場合 に各 ジ ョブ工区の工期がそろってい る必要はない。 タク ト工程 の工区 (=工 程, 多工区同

期化 工程 のジ ョブ工区 に相 当) を作業テ ィームの名 にあわせ てA, B, C工 区 と呼ぶ。また,

多工区同期化工程 のジ ョブ工区 を1, 2, 3工 区 とす る。

タク ト工程をつ くる場合, 同一作業テ ィームに属す る工程 要素の誘 引要素 が無 ければ工程分

割 は直 ちに完成す るが, A工 区に誘 引 された工程要素 (B1) があるよ うに, 一般的 には基準階

工程 を作業テ ィー ムの作業の ま とま りとして直列 に切 り分 けることはできない。そ こで (c)

に示す よ うに, B職 種の技能 域に属 す る別 の作業テ ィー ム (B'1) をA工 区に加 え, タク トA

を編成す る ことにな る8。

多工 区同期化工程 をジ ョブ工 区ご とに指名 したのが (b) の上段であ る。 この とき, 一つの

ジ ョブ工 区には複数テ ィー ムの工程要素 が含 まれ る。各 ジ ョブ工区はそれぞれ独 立 した作業空

間 である別個 のサイ ト工区に対応す る。 したがって, ジ ョブ工 区をまたが る工程 関係 (インタ

ー フェイ ス) は消滅 し, 同一 ジ ョブ工区内の工程 関係 のみが残 る。 一方, 同一作業ティー ムの

作業 は各 ジ ョブ工 区 (サイ ト工区) で重なっていてはな らないか ら, その順序関係 を調整す る

必要 がある。そ の結果 を指名 したのが (b) の下段で ある。 これ をみ ると, 各ジ ョブ工区の工

期 はMと 一致 しないが, 各作業ティームの全工区での作業時間 の合計 は常 にMで あ ること, ま

た同一作業テ ィー ムの1タ イムモデ ュール 内での工程 は複数 ジ ョブ工 区 (=サ イ ト工区) にま

たが り, しか も後続 サイ ト工区の工程 要素が先行 サイ ト工区の工程 よ り先行 して施工 され るこ

とがあ ることがわか る。

7 タク ト工程の場合には, ひ とつのサイ ト工区で完了するひとつ の作業ティームの作業時間がMと なる。
8 この場合, B1が 除かれたB工 区, B'Tが 加えられたA工 区の工期を調整することが必要である。
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(a) 基準階工程のタクト工程, 多工区同期化工程への分割

(b) 多工区同期化工程のジョブ工区 (c) タクト工程の 工 区

図6-5
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以上を まとめる と次の よ うになる。

(1) タク ト工程, 多工 区同期化工程のいずれ も各作業テ ィームの作業時 間をそ ろえて完全同期化

条件 を満たそ うとす るところは 同 じである。

(2) タク ト工程の同一作業テ ィームの作業は同一 ジ ョブ工区 (=同 一 サイ ト工区) の作業であ る。

しか し, 多工区同期化工程で はそれが複数の ジ ョブ工区 (=サ イ ト工区) に分割 されてお り,

この別個 のサイ ト工 区での作業 とい う事実 によ り, 同一作業テ ィームに属す る工程要素の工程

順 序関係 が抹消 され, 完全同期化が保 証 され ることにな る9。要す るに, タク ト工程 と多工 区同

期化工程 の違いは, 工程の分割 を同一サイ クル内で完結 させ るか否か とい う考 え方の違い にあ

るとい える。

(3) 建築工事の よ うに数多 くの職種の作業が複雑 に錯綜す る場合 にはタク ト工程 をつ くるこ との

ほ うが困難で あ り, 作業テ ィー ムのサイ ト工 区間移動が生 じて も多工区同期化 工程 を用意す る

ことの ほ うが現 実的であ る。

す ると, 問題 は, い かなる基準階工程 におい ても完全同期化の必要条件 (すなわち各作業テ

ィームの作業時間が等 しい こ と) を満 た していれ ば, いつ も多工区同期化 工程 を作成す ること

が可能 か どうか とい うこ とになる。

● ジ ョブ工区分割 数の決定

ジ ョブ工 区 とは作業空間 (サイ ト工 区) を分 けるこ とを前提 に分割 された基準階工程 である。

い ま, す でに完全 同期化 の必要条件, す なわち, 各作業テ ィー ムの作業時間がす でにあるタイ

ムモデ ュール にそ ろえ られ ているこ とが満 た され てい るこ とを前提 と しよ う。す る と, ジ ョブ

工 区のサイ ト工区への割 り付 けには次の二つの問題が存在す る。

(1) ジ ョブ工区分割 を どの よ うに行 うか。

(2) 分割 された ジ ョブ工区をサイ ト工区 にどの よ うに割 り付 けるか。

第一 の問題 は単純 ではない。 その理 由は, 基本的 に解答 がい くつ も存在す るとい うことにあ

る。例 えば, 基準 階工程 がm個 の工程 要素か ら構成 され ている としよ う。 ここでm個 のジ ョブ

工 区分割 を行 うことにす ると, 各 ジ ョブ工区はそれぞれ一つ の工程要素か らな ることにな り,

しか もそれ ゆえそれ らは 自由先行 であ り, 自由後続 である。 したがって, m以 上のサイ ト工区

を用意すれ ば, これ らを各サイ ト工区に最 大1つ まで割 り付 ける ことがいつ も可能であ り, 解

が複数存在す る ことがわか る。 実際には, サイ ト工区数 を必要以上 に多 くす ることは不合 理で

あるため, 工程 要素 をま とめて ジ ョブ工区の数 を減 らす ことが望ま しい。一方, 多 くの作業を

同時に行 え るよ うにす るには, ジ ョブ工区数, サイ ト工区数 をそれ ぞれ ある程度多 くす ること

が必要であ るか ら, 結局, ジ ョブ工区分割 数 とサイ ト工区数 をほぼ同 じになるよ うに決め るこ

とが現実的 となる。

ジ ョブ工区 (サイ ト工 区) 分割 の数は, 次の よ うに決め るのが よい。す なわち, 多工 区分割

同期化構 工法は与 えられた資源水準や工期に応 じて最大限の生産効 率を求 めるために行 うので

あ るか ら, ここでは完全同期化 とい う必要 条件 が満 た されてい ることを前提 と して,

1) 所与の資源水 準に対 して最短工期 を設 定す るか, あ るいは

9
 図6-3の タ ク ト工程 の場合 でも, A工 区の (A1, A2) と (B1, A3) を分 けて4つ の ジ ョブ工区

に分割すれば, 同一ティームの作業に異なるサイクルの作業が混ざるが, 見かけ上のタク ト工程が完成す

ることが理解 されよう。
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2) 所与 の工期 に対 して最小資源水準 を決 めれ ば よい とい うことにな る。

サイ ト工区数 とジ ョブ工 区数が等 しい場合, サイ クル 工期 (t) とタイムモデ ュール (M),

お よび ジ ョブ工 区数 (l=サ イ ト工 区数=n) との間には,

(6-1)

とい う関係 が成 り立ってい る。

1) 所 与の資源水 準か ら最短工期を求め る場合 には, もっ ともタイ トな資機材 ・作業テ ィーム

の作業 時間をタイムモデ ュール とすれ ば よい。 この場合, あ らか じめ設定 した構 工法に応 じて

基 準階施 工数量を与 え, 施 工能率 と各職種 (作業テ ィー ム) の調達可能資源水準か ら作業時間

を求め る。 この値 がMで あ り, その ときのサイ クル 工期 はM×nで ある。サイ クル工期の望ま

しい値 よ り工区分割 数nを 決め, このジ ョブ工区分割数 に合 うよ うに多工 区同期化工程の分割

を検討 す る手順 となる。

2) 逆 に, 工期 が所 与の条件 として与え られ てい るときは, サイ クル工期M×nを 先に決 め,

これ を満 たす範囲でMとn (=l) を選ぶ こ とになる。

● ジ ョブ工区のサイ ト工区へ の割 り付 け

以上, ジ ョブ工区分割数 とサイ ト工区分割数 が等 しいもの とし, 一つの ジ ョブ工区が一つ の

サイ ト工区に対応す る もの として考察 を進 めて きたが, 実際 には このよ うに単純 ではない。

図6-6 (a) の上段 は基準階工程 を5分 割 したジ ョブ工 区を示 した ものであ る。 これが5つ

に水平分割 され たサイ ト工区に割付 け られ る と,(b) の上段の よ うにな り, ジ ョブ工区 とサイ

ト工区は1対1に 対応 してい る。n階 で最 も先行 している工 区はS1で あるが, 1タ イムモデ

ュール の後 にはn階 のS1で の作業は完了 し, それ 以外 のSi工 区のジ ョブ工 区Jkは 一つ後

続 のJ (k+1)) に変 わる。 ただ し, S5工 区の工程 は (n+1) 階のS1工 区に移 ってそ こがJ1

ジ ョブ工 区 となる。 しか し, 同 じ5つ のジ ョブ工区を6つ 以上のサイ ト工区にまたがって割付

ける と,(b) の下段 に例示 した よ うに, 上下階で ジ ョブ工区が重なって くる。この場合, 上下

階 の工程要素 間にインター フェイスがない限 り10, J1工 区とJ5工 区を合わせ て一つのジ ョブ

工 区のよ うに扱 うこ とができる。 この場合, 全 体は見かけ上4工 程分割 とみなせ るため, 其れ

に ともなってサイ ト工 区分割 も4つ に減 らす ことが可能で ある。

これ を一般化 したのが, 同図 (c) の5つ のジ ョブ工 区を水平3サ イ ト工区に割付 けた例 の

よ うなケー スである。 ここで も, 上 下階 の工程要素間 にIFが 存在 しな ければ, 無条件 にこれ

を3工 区分割 (サイ ト工区, ジ ョブ工区 ともに) とみ なす こ とが可能で ある。 上下階の工程要

素間 にIFが 存在す る場合で も, タイムモデ ュール 内で適切 な工程順 になるよ うにIFを 付加す

れ ば, 上下階 を同一 ジ ョブ工 区 とみ なす こ とがで きる。上下階が3階 以上にまたが る場合 も同

様で ある。

10  ジョブ工区分割のもととなる基準階工程は上下階の工程的関係を無視 している。 しか し, 2章 で述べ

たように, IFは 構成材間の取合い (どちらが支えているか, 勝っているか, 仕上げ材か下地材か) によ

って一意的に決まるほか, 作業上の都合 (作業箇所にアクセスできるか, 足場が用意 されているか) によ

ってきまるため, 上下階の工程要素間でもIFの 有無を検討しなければならない。一般的に言って構成材

間の取合いが問題 となることはなく, 作業場の都合でIFが 生ずるケースが多い。
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(a) 5ジョブ工区分割工程

(J1が先行工程)

J1か ら自由先行要 素C1pを

分離, またJ2, J4か ら自由後続

要素C2s, C4sを それ ぞれ分離

(b) 5ジョブ工区分割工程を

水平5サ イト工区に割付け

(c) 5ジョブ工区分割を
水平3サ イト工区に割付け

(d) 自由先行要素, 自由後続

要素を独立ジョブ工区ヘ
ジョブ工区は見かけ上不変

図6-6

ジョブ工区分割された各工程には, それ自体に先行する工程要素が存在 しない自由先行要素,

および逆にそれに後続する要素を持たない自由後続要素が多く存在す ることになる。いま, こ

れらの要素の一部を独立 させ (図6-6 (a) の下段), 自由先行要素, 自由後続要素を数工区分,

それぞれ先行あるいは後続させることができる (同図 (d))。C1p, C4sは それぞれ水平サイ

ト工区分割数分ずつ先行あるいは後続 させた例であるが, これ らの場合にも, 上下階をひとつ

のジ ョブ工区とみなすことができる。

14



以上 をま とめれ ば, ジ ョブ工区数 は厳密 な意 味で基準階 工程の分割 数であ り, 工程 同期 化の

た めにはサイ ト工区分割数 はジ ョブ工区の数だ け必要で ある。 しか し, 上下階のジ ョブ工 区を

ひ とつの ジ ョブ 工区 とみ なせ る場合 には, 水平サイ ト工 区分割数 よ り多いジ ョブ工区分割 (サ

イ ト工区数 も実際 は増 える) を行い, よ り多 くの資源を投入 して同時 作業に当た らせ ることに

よって工期短縮 が可能 とな る。

次 に, ジ ョブ 工区の異 なる工程要素間の順序 関係 について検討す る。分割後 のジ ョブ工区 (サ

イ ト工 区) 間ではイ ンター フェイスが消滅 し, したがって工区が異な る工程要素間では同一作

業テ ィー ムの作業 に属す る工程要素間 のそれ を除 き, 順序 関係 はいっ さい考慮 しな くてよい と

して きた が, 現実 には, 異な る工区間 の工程要素間 にイ ンター フェイスがある と考えなけれ ば

な らない場合 があ る。 図6-7に その例 を示 した。

図6-7

例1  (C1): 1フ ロア分の スラブ コンク リー トを3サ イ ト工 区分 ま とめて打設す る場合

例2  (C3→C2): 下階 で脱型 した型枠 を上階で転用す る場合 (C2は 自由後続)

例3  (C4): 鋼 管 コンク リー トの充填 コンク リー トを3階1節 で打設す る場合

(C4は 自由後続)

例4  (C5→C6): 大型 型枠 を解体 (C6) して後続サイ ト工 区で転用組立 (C5) す る場合

(C6は 自由後続)

例5  (C5→C6): 大型 型枠を解 体 (C6) して後続 サイ ト工区で転用組立 (C5) す る場合

(C6は 自由後続)
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例1, 例3は, 同一の工程要素について, 先行するいくつかのサイ ト工区の作業もまとめて

行お うとするものである。この場合, 工程要素は自由後続要素である。また, 先行サイ ト工区

の工程要素が後続するサイ ト工区の当該工程要素の直接先行工要素にIFを 持つ11。鉄骨建方の

ように, 自由先行要素を数サイ ト工区先行させ, 後続するいくつかのサイ ト工区分 とまとめて

施工する場合 も同様である。

例2, 例4は 仮設 の転用 が関係す るケー スである。この場合, 先行す るサイ ト工区の 「解体」

に対 し後続す るサイ ト工区の 「組 立」がIFを 持つ。ジ ョブ工 区分割 を行わない状態 でのIF (「組

立」 に対 して 「解体」がIFを 持 つ) とは逆向 きのIFで あ ることに注意が必要 である。 また,

「解体」 は一 つの ジ ョブ工 区内では 自由後続 要素であ る。

例5は, 作業上 の都合 による順序 関係 であ り, 先行す るサイ ト工区に対 し後続す るサイ ト工

がIFを もつ。以 上の例 に共通 してい るこ とを整理す る と, 次の よ うにな る。

(1) 異種工程要素 が異 なるサイ ト工区 (ジ ョブ工 区間) でIFを 持つ とき, 先行す る (番 号 の若

い) サイ ト工区に後続す る (番 号の大 きい) サイ ト工 区がIFを 持つ。 特に仮設 の転用が ある

場合, 先行 す るサイ ト工 区の 「解 体」に対 し後続す るサイ ト工 区の 「組 立」 がIFを 持つ。

(2) 同種 の工程要 素をま とめて施 工す る場合, 後続す る (最 も番号の大 きい) サイ ト工区に先行

す る (番 号の若 い) サイ ト工区がIFを 持 つ。

(3) 上下階 のい くつかのサイ ト工区, あ るいは同一階 のい くつかのサイ ト工区の位 置関係, ま と

ま りを指示 す るには, 水 平サイ ト工区分割数 をモー ドとした指標 が有効 である。

6.3 IFM上 におけ るジ ョブ工区 ・サ イ ト工 区へ の工程 の割付 け

タク ト工程のIFMに よる割 り付け→ 第4章 参 照

対話型

ジ ョブ工区 ・サイ ト工区への工程 の割 付 とは, ジ ョブ工区へ の工程分割 とその工程をサイ ト

工区へ割 り付け ることの二段 階の手続 きを指す。本節 では, この操作 をIFM上 で行 うことの

原理 と手順 につ いて説 明す る。

6.3.1 ジョブ工区分割によるインターフェイスの消滅と生成

多工区分割工程では, 基準階工程をジョブ工区工程に分割 し, それぞれのジョブ工区を独立

した工事として扱えるようにする。そのため, ジョブ工区をまたがる工程要素間の工程関係は

いったん消滅するが, 工区間を移動 しなが ら作業を行 う各職種については完全同期化が要求さ

れるため, ジョブ工区をまたがって工程要素間に改めて順序関係を付加する必要が生ずる。ま

ず本項では, このような工程順序構造の変化をIFの 消滅 ・生成 としてIFM上 で取 り扱 うこと

の原理について述べる。

図6-8は, 基準階工程 を3ジ ョブ工区に分割 した

11  当該工程要素は同時作業でもある。
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図6-8 ジ ョブ工区への工程 の割付 (3～6工 区の例)
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(1) 単工区モデルに対応する基準階工程は, きりのよいところで始まり, かつ終わることを 前

提に考える。すなわちその始点 ・終点を境にすでに 「基準階」とい う単位でのジョブ工区分割

がなされているとい うことである。現場打ちのスラブが用いられている場合, 通常その工程は

床スラブが出来上がった状態での墨出 し作業から始ま り, スラブコンクリー ト打設 (お よびそ

の養生) で終わる。

(2) 基準階工程またはすでに工区分割 されたジョブ工区工程から, その始点を含む工程要素の組

{Ci}(ベ ク トル表示では) を取 り出 してこれらを数工区分遅れて始まる新たなジョブ工区に

割 り付けることができる。

まず,{Ci}の 先行 要素p ({ci}) と後続要素s ({Ci}) か らそ の共通部分p ({Ci}) ∩

S ({Ci}) を得 る。 これ は誘 引要素I ({Ci}) と呼 ばれ る集合 である12。 この集 合が, 後続の

サイ ト工 区に移動す る要素 の全体 を意味す る。この操作は, IFM上 では, p ({ci}) ∩ s ({c

i}) とそれ以外 の要 素のイ ンター フェイス をすべて消去す る ことに相 当す る。す なわ ち, IFM

にお ける工区分割 とは, 新た に別の工 区に割 り付 けられ る工程要素群 の誘 引要素 を部分行列 と

して取 り出 し13, それ ら と他 の要 素 との間のイ ンター フェイス (行 列の非零要素) を消去す る

(0に書 き換 え る) こ とを意味す る。

基準階工程がすで にい くつ かのジ ョブ工 区に分割 されてい る場合で も, 任意 のジ ョブ工 区を

再分割す るこ とが できる。 この際, これ らのジ ョブ工 区群 とすでに定義 され たジ ョブ工区群 と

の間の順序 関係 が逆転す るこ とはない。

逆 に, すで に工 区分割 され たジ ョブ工 区工程 (ま たはその一部 ど うし) を合成 して新た な一

つの ジ ョブ工 区 とす るこ ともできる。 ジ ョブ工 区の合成は, 新たな ジ ョブ工区に含 まれ る工程

要素群が再び 同一作業 空間 の作業 となったこ とを意味す るか ら, 一度消去 され たインター フェ

イ スを再度付加 しなけれ ばな らない。 この操作 を行 うた めには, 単工区の基準階工程 に対応す

るIFMの 要素 を参照す るこ とが必要 となる。す なわ ち, ジ ョブ工区の分割 は, 基 準階工程工

程 を含む任意の ジ ョブ工区分割状態 に対応す るIFMの み にも とづいて行 うことが可能で ある

が, ジ ョブ工 区の合成 は直前 のジ ョブ工区分割状態のIFMと 基準階工程 (単 工区モデル) に

対応す るIFMの 両方 を必要 とす る。基準階工程 に対応す るIFMは 同一作業空間の中で組 み立

て られ る構成材間 のイ ンター フェイスによって一意的 に決 め られた工程順序をあ らわ している

た め, その情 報は保存 され なけれ ばな らないので ある14。

終点 を含 むジ ョブ工 区工程 の一部 を先行す るサイ ト工 区に移す操作 も同様 である。

(3) 工区分割がなされた場合, 同一の資源 (職 種 ・資機材) を同じ時間に重複 して用いてはなら

ない。重複が見られる場合には, 適宜IFを 加えて調整する。

(4) 基準階工程の中に仮設資材を転用することが含まれていれば, 一般的にジョブ工区分割が必

要 となる。

一度に転用 される仮設資材はひ とつに限らないから, いま, n個 のそれ らの組をTi (1≦

12 3章 参照。
13 部分行列 として並び替えることは必要ではない。

14 IFMの 冗長性が消去されることなく絶えず保存 されなければならないことも同じ理由による。
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i≦n) とあ らわす。 同 じ仮設 資材 は,「 建込み」 と 「脱型 」や 「組 立」 と 「解体」 といった よ

うに, 工程要素 としては必ず 二度ずつ 出現す る。 したが って, 各仮説 資材 について, これ らを

Ti1, Ti2の よ うにあ らわす。 この とき, Ti2はTi1に 対 して必ずイ ンターフ ェイスを持 って

い る。Ti1に 後続 しTi2に 先行す る工程要素 の全体は, 次 に定義 され るよ うな誘 引要素 となる。

I (Ti)=S (Ti) ∩P (Ti)-Ti

I (Ti) はTi1に 後続 しTi2に 先行す るもの と, それぞれ に先行 しかつ後続 す るものに分 かれ

るか ら, それ らをIi12, Ii1, Ii2と す る。 すなわ ち,

I (Ti)=Ii12+Ii1+Ii2

S (Ti), P (Ti), I (Ti)の いずれ に も含 まれ ることのない工程要素 はTiの 平行要素Liで あ

るが, この 中にはS (Ti)に 先行す るかまたはP (Ti)に 後続す るもの, お よびいずれ にも先行 ・

後続 しない ものの4通 りがあ る。以上 の関係 を図6-9に あ らわす。

図6-9
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仮 設資材Tiの 転用 による工 区分割 とは, 先行サイ ト工区に含 まれ る工程要素Ti2が 終了 し

た後, 後続サイ ト工 区でTi1が 始め られ ることを 意 味す る。 この とき, Ti1, Ii1お よびTi1

の先行要 素全 体の集 合 (た だ しTi1を 含 まない) は先行 ジ ョブ工区 (後 続サイ ト工区) に入 り,

Ti2, Ii2お よびTi2を 含 まないTi2の 後続要素全体の集 合は後続 サイ ト工区 (先 行サイ ト工

区) に入 る。 平行要素Liお よびIi12は どち らに入 るか定ま らない。

こうして, 先行工区, 後続工区間のインターフェイスは消滅するが,(3) により同一資源の重

複使用は許 されず, また前節で述べたように, 転用 される仮設資材のサイ ト工区間の工程順序

関係 もあって, IFが さらに追加 される。このとき注意 しなければならないのは, 同一仮設資源

間のインターフェイスがジョブ工区分割の前後で逆向きになることである15。一般的に言えば,

Ti2を タイムモデュール内の早い時点で施工しなければ, 後続ジョブ工区のTi1以 降の作業の

進行に支障をきたす可能性がある。

(5) 前節に示 したように, 施工順に リニアに番号を付けられたサイ ト工区には, 基本的に水平 ・

垂直の位置関係による違いはない。すなわち, しかし, 足場や作業空間の確保 とい う点で, 垂

直のサイ ト工区の位置関係によるIFが 付加 されることがある。この場合, それ らのIFは 水平

サイ ト工区分割数をモー ドとして決定され る。

●部品化 ・プレファブ化による空間工区の独立分離

6.4 多工区同期化工程の作成法

ここでは, 戸境壁に大型型枠を用いた板状のSRC造 集合住宅躯体工事を例にとり, その単

工区基準階工程を部分行列に分解 して多工区同期化構工法計画を完成 させる様子を手順を追っ

て説明す る。 さらに, 同一の部分構法法の組合せであることから同じ基準階工程を持つ工事で

も, 同じ投入資源水準を前提 として16, 基準階規模が異なれば異なった多工区同期化工程が導

かれることを説明する。

基準階工程に含まれ る工程要素, 各工程要素の担当職種およびそれ らの作業時間, および工

程要素間のインターフェイスを表6-1お よび表6-2に 示す。各職種の作業時間の合計は, 歩掛

りに基づいて投入資源水準 (人 数) を決めることにより, 移動時間を含めてほぼ1日 (=タ イ

ムモデュール=6.5時 間を目安 (最 長8時 間)) 分になるようにあらかじめ設定してある (完

全同期化の前提)。この基準階工程から, 適当なジョブ工区 (=サ イ トエ区) 分割を求めるとい

う問題である。 この場合, 基準階工程の工程分割 (ジ ョブ工区分割) を順次増や しなが ら, 各

ジ ョブ工区の工期の最大値, すなわち各職種の工期の最大値がタイムモデュールにおさまる工

区分割数 と工程要素の割付けを求めるとい う方法を採 る。なお, C, D, E, F, G, Sに は

組作業となっている。図6-9に 初期入力の基準階工程IFMを 示す。

15  「建 込 み」→ 「解 体」が,「 解体」→ 「建 込み」の順に変わ る。

16 同一資源水準の連続的調達を前提とし, 異なる基準階戸数の棟を何期かに分けて施工する際に典型的

に現れ るケースで ある。 また, この場合施 工速度 が一定 (例: 2戸/日) で あ ることに注意。
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表6-2

ステ ップ1か らステ ップ6ま では基準階工程 を十分 に細 かいジ ョブ工区に分割 し, サイ ト工

区への対応付 けを準備す る段階で ある。ステ ップ7, 8は ステ ップ5の 段 階, す なわち5ジ ョ

ブ工区分割 を水平サイ ト3工 区 (実際は5サ イ ト工区) に割付けた手順 を しめ したものであ り,

ステ ップ9は ステ ップ6の 段階, すなわ ち6ジ ョブ工分割 を水平4サ イ ト工区 (実際は6サ イ

ト工区) に割 り付 けた手順 を示 した ものである。

【ステ ップ1: 単 工区基準階モデル 】

表1の 基準階 工程 に対応す るIFM, それ を工程順 に並 び換 えた もの, またそれ を さらに到達

可能行列 と して表現 した行列を図6-10の (a),(b),(c) に示す。工 区分割に よる同時作業

がないため, 基準階 工程 のサイ クル工期 (t1) はこの段階 では33.1時 間 とな ってい る。

【ステ ップ2: 大型型枠 (BB型 枠), 根巻 きア ングル を転用す るこ とによる2工 区分割 】

BB型 枠 (G, F), 根巻 きア ングル (L, M) を転用す るこ とを前提 に2工 区分割 を行 う。

この とき,

pi1=P (L, G)= {E,(L), T, R, A, Q,(G)}

Si2=S (F, M)= {(F),(M), N, O, H, I, J, S, C}

Ii1= {φ}

Ii12= {K, D, U}

Ii2= {φ}

Li= {P, B}

22



STEP1-1 初 期 入 力 の基準工程IFM STEP1-2 並 び替 え後 の基準工程IFM

STEP1-3 基準工程の到達可能行列Rp (並び替え後)

STEP1-4 基 準 工程バ ーチ ャー ト (工 期=36.8時 間)

図6-10 単工区モデルの基準工程
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すなわ ち, 先行 ・後続 各工区への割 付けができない工程要素 には, 型 枠建込 み調整 (K), V

コン打設 (D), Vコ ン養 生 (U) の誘 引要素 と, 外 カイザー支保 工 (P), 外 カイザー (B)

の平行要素 とが ある。 この うち, 誘 引要素につ いてはVコ ン養 生に要する時間が長 いため, 後

続 ジ ョブ工 区に含 ませ る ことにす る。 また, 外 カイザー については, Vコ ン打設時 の足場確保

(戸境壁 を打つ ときに必ず しも必 要 とい うわけではないが) のために, 仮 に後続 工区に入れて

お くこ とにす る。 この段階 でサイ クル 工期 (t2) は24.4時 間 とな るが, Vコ ン養 生 (夜間 の

無作業時 間も利用 可) を除けば12.4時 間であ る。ただ し, この時間 は, 同一の職 種の作業時 間

が重 な らない よ うに調整 した結果 の ものではない (以下の ステ ップも同 じ)。

【ステ ップ3: 鉄骨建方, 同本締 め, 柱梁 ジ ョイ ン ト筋 を分離 した3工 区分割 】

鉄骨建 方 (E), 鉄骨本締 め (T) お よび柱 ・梁HP・ST (R) を独 立 させ, 後続 ジ ョブ工区

に移す。P (E, T, R)∩S (E, T, R)={E, T, R}で あるか らI (E, T, R)

={φ}, したが って移動す るのは この3要 素 に限 られ る。

3工 区分割後 のサイ クル 工期 (t3) は18.0時 間,Vコ ン養生 を除 くと8.2時 間 (Hコ ン打

設終 了が最長) とな りほぼ所 定の タイムモデ ュール に近づ いている。

【ステ ップ4: Hコ ンの分離 に よる4工 区分割 】

スラブ浮か し型枠 (J) とHコ ン (C) を先行す るジ ョブ工区 に分離す る。I (J, C)={φ}

だか ら, J, Cの み が新 工区に属す る。 この段階ではVコ ン養生を除 くサイクル 工期 (t4) は

6.5時 間 (柱 ・梁HP・STが 最遅) で, タイムモデ ュール (1日=6.5～8時 間) の範囲内に入っ

てい るが, まだ 同一職種 の作業時間の重複が ある。

【ステ ップ5: KMHの 分離 に よる5工 区分割 】

柱 ・梁HP・STが 分離 した ことに より, KMH (PCa壁 板) が新たに2番 目のジ ョブ工 区の

始 点 となった。 計画の 自由度 を確 保 してお くために, これを単独 で別 の工区に分離す る。 この

段 階のサイ クル 工期 もステ ップ4と 同 じである。

【ステ ップ6: MOS柱, 桁 行 き梁建込み, スラブメ ッシュ敷 込みを分離 した6工 区分割】

いずれ も, 工 区内 の終点で ある早 く始 まる工 区に移す。 この段階でのサイクル工期 も前 ステ

ップ と変 わ りはない。

【ステ ップ7: 水 平3サ イ ト工 区へ の割付 け】

ステ ップ5ま での5つ のジ ョブ工区を,も っとも作業が進 んでい るHコ ン打設 の工区を第一

サイ ト工区 (=最 終 ジ ョブ工 区) として, 水平3工 区に割付 け る。

この ステ ップではまず ク レー ンに関連 のある工程要素 に順序 を与 える (イ ンターフェイ スを

付加す る)。そ の他 の職種 のジ ョブ工区間工程順序 に関 して は, 次の ステ ップ8で 順序 を与 える。

その結果 は, 先行順 に次 のよ うになってい る17。

ク レー ン1・ 鳶 工1関 係: A→C→B (→) D

17  た だ し,() 内 は これ 以前 にす でにIFと して定義 されてい る もの。
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ク レー ン2・ 鳶 工2関 係: E→F (→) G→H→I

サイ クル工期 は延び て20.0時 間 とな るが, Vコ ン養生 を除 けば最遅終了時間はVコ ン打設

の8.0時 間 とな ってお り, タイムモデ ュールの1日 分 に納 まっている。

【ステ ップ8: 職 種別作業時間 のラ ップの解 消=水 平3工 区分割 の完成 】

最終的 にこ となるジ ョブ工 区での作業時 間の重複 をな くす よ うに, 各職種 が異 なるジ ョブ工

区 で受 け持つ 工程要素 にイ ンター フェイ スを付加 して順序 を付 ける。 付加 され たIFは 次の と

お りである。

型 枠 工1: F (→) M

鉄 筋 工1: R→S18

Vコ ン養生 を除 くサイ クル工期は8.0時 間 (最遅終了の工程 要素はVコ ン打設) で あ り, タ

イムモデ ュールの範囲内にあ る。 この例の水平3サ イ ト工区分割 は, 結局, 6ジ ョブ工区分割

を重ね合わせ たもの とい うことに なる。

【ステ ップ9: 水 平4工 区分割 】

ステ ップ6の 状態か らジ ョブ工 区間での同一職 種の作業時間の重複 を排除 して, 水 平4工 区

分割 を完成 させ る。 ステ ップ6は ステ ップ5よ りも さらに工程 に余裕 を持たせ, 作業空間 の混

雑 を避 けるこ とがで きるよ うに意図 され ている。

付加 され たIFは 次 の とお りであ る19。

ク レー ン1・ 鳶 工1関 係: A→B→C→D

ク レー ン2・ 鳶 工2関 係: E→F (→) G→H (→) I

土 工 関係: C (→) D

型 枠 工1関 係: J→F (→)  M→L (→) G (→) K

型枠 工3関 係: P→O

鉄 筋工1関 係: Q→S→R

鉄骨 工関係: E (→) T

この結果, サイ クル 工期 を8.0時 間 (最遅終了はVコ ン)と した, 水平3サ イ ト工区分割 の

多工区同期化工程 が完成す る。

以上 の よ うに して完成 され た水 平3, 4工 区分割 の工程 をバー ・チ ャー トの形であ らわ した

ものが, 図6-11, 6-12で あ る。 また, 同 じ工程 をタイ ムモデ ュール内の時間軸を入れ たMAC

のかた ちで あ らわ した ものが, 図6-12, 6-13で あ る。

18  基準階工程ではもともとIFが 存在 していたが, 分割の途中でいったん消えていた。
19  () 内は既に存在 していた関係。
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図6-11

図6-12
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図6-13

これ らか らわか るよ うに, 水 平3工 区分割の例では5つ のジ ョブ工区分割 を同 じく5つ のサ

イ ト工区 に対応 させてい るが, 1, 4サ イ ト工 区お よび2, 5サ イ ト工区が3サ イ ト工区 をモ

ー ドと して重 なってい るた めに見か け上は3つ のサイ ト工区分割 がな され ているよ うに見 える。

同様 に, 水平4工 区分割 の場合 も, 4サ イ ト工 区をモー ドに6つ のサイ ト工区が重 なってい る

ので ある。
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6.6 本 章の結論

【成果 】

*工 区分割 を, 基 準階工程 をあ らわすIFMを 部分行列 に分割す ることに よって解 く手法を考

案 した。

*サ イ ト工区分割 とジ ョブ工区分割 を区別 して定義す る ことによ り, 工 区分割は基準階工程 を

ジ ョブ工区 に分節 し, それ をサイ ト工 区に割付 ける ことと, あき らかに した

*完 全同期化 とい う概念 を導入 し, 職種の工区間移動を ともな うライン ・バ ランシングの一般

的解 法 を示 した

*そ の際, 従来の ライ ン ・バ ランシング手法の よ うに最適解 を求める こととせず に, 完全同期

化 を満足す る複数の解 (工区分割数や工程の異 なる複数の多工区同期化 工程) を平易 な論理で

導 き得 る ことを証明 した

*工 区分割後の 工程 を計算す るために, 基準階工程 をあ らわすIFMの イ ンターフェイ スを消

去 ・付加 して多工区同期化 工程 のIFMを 作成 す るロジ ックを示 した

*サ イ ト工 区分割数 よ り多いジ ョブ工区分割 を行 って工期短縮化 をはか るために, サイ ト工区

分割数 をモー ドとす る多工区同期化IFMの 作成法 を提示 した

【第6章 に関す る主要既発表論 文 ・講演 】

・同期化 され た水平多工区分割 工法の計画に関す る研究 (その1) 実測デー タに基づ く工法の

評価 (1985)

・同期化 された水平多工区分割 工法の計画 に関す る研 究 (その2) 工区数 ・工期 ・タイムモデ

ュールの関係 (1985)

・基準階IFMか らのn工 区分割 同期化 工法の導出法 (1990)

・Synchronised Multi-Site Scheduling (1990)
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第7章 時間の関数 と してのインター フェイス ・マ トリクス

7.1 は じめに

本章では, ある時刻におけるIFMの 状態 を記述 し, 演算に応用す る手法 について述べ る。

【目的】

*一 つのサイ ト工区に着 目した場合 , インター フェイ ・マ トリクスのIFの うち, すでに消化 された

工程要素に対 して直接後続 要素が持 っていたIFの 意味は変質す る。すなわちIFMを 時間の経過に

よって書 き換 える ことがで きる。

*こ のよ うに定義 され たIFMに よって , 時々刻々変化す る工程の進捗状況 を表現 し, それ をリア

ル ・タイ ムの工程計画 に応用す る方法 を見出す こ とが本章 の最終的な 目標である

*な お, これについて最 も効果的なIFM (t) の表現法 と応用法は浦江真人氏の考案にな るもので,

これは同氏の学位論文の 中核 をな してい る。本章では ,こ れを別な側面から解釈することにより,
一般化す ることを試み る。

【方法】

*方 法1: 工程消化 に ともなってIFMの 次元を縮減す る方 法

*方 法2 (浦江氏の方法): IFMを サイクル数kと 時間tの 関数R (k, t) として表現す る方法

7.2 方法1: IFM (t)

*あ るサイ ト工区に着 目す る

*終 了 した工程要素お よび後続 要素がそれ に対 して持つIFを 除き (要素の値を0と し), IFMの 次

元 を縮減す る

*IFM (t) の要素は最 終的に全てが0と なる

*一 方, 後続す るサイ ト工区で, 先行す る要素を持たない要素の集合は, それが間接的にで も先行

工区にIFを 持たない限 り, 時刻tに おいて開始可能
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7.3 時間 を変数 と したIFM (k, t)

7.3.1 時間 を変数 と したIFMの 書 き換え

7.3.2 時間 とサイクル数を変数 とした リアルタイムの工程演算手法

●イ ンターフェイス ・マ トリクスによるサイ クル表現

サイクル工程計画の演算では、インターフェイ ス ・マ トリクスのイ ンターフェイスを同一サイ ク

ル内に限定 しその値 を1、 それ 以外のイ ンター フェイスのない ものを0で 表 わ していた。

ここでは、インターフェイス ・マ トリクスのイ ンターフェイスの要素の値kを 変 えることにより繰

り返 しのあ るサイ クル工程を1つ のマ トリクスで表わす方法について述べ る。

この場合、kの 値はサイ クル数 とな り階数や工区数等 に相当す る。また、サイ クル間に もつイン

ター フェイスは対象 となる工程要素のサイクル数 の値がサイク リックに代入 され る。kの 値は工程

の消化、すなわち時間の進行に ともなって書 き換 え られ るためここでのインター フェイス ・マ トリ

クスはサイ クル数kと 時刻tの 関数R (k, t) となる。R (k, t) は時刻tで の工事の進捗状

況 (終了状況) をその時点からの1サ イ クル分の工程 として表すマ トリクスである (図7-1)。 これ

は、イ ンター フェイスを次サイ クル のイ ンターフェイスに置 き換 えていることを意味 している。

図7-1 サイクル数を変数としたIFMの 時間的変化

なお、この とき、イ ンターフェイス ・マ トリクスR (k, t) は上三角行列にオー ダ リング され

てい る必要はない。ただ し、ループは存在せず、すべての工程要素について同一要素のサイ クル間

のイ ンター フェイスは リニアに並んでい るもの とす る。

この ように、イ ンターフェイス・マ トリクスで繰 り返 しのあるサイ クル工程を表現す る場合には

1サ イ クル工程 分の要素数でサイク リックな表現が可能である。

工程の終了 とともにイ ンター フェイ ス ・マ トリクスは次の手順 で書 き換え られ る。
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(1) 時刻tに おけるイ ンターフェイス ・マ トリクスR (k , t) において、工程要素iの 終了が報告

され る。

(2) 要素iに イ ンター フェイスを持つ要素の値 を置き換える。 つま り、R (k, t) のi行 の非ゼ ロ

の要素 (i, i), (i, j1), (i, j2), …の値を1だ け増す。 このことは、kサ イ クル 目に持 っ

ていたイ ンターフェイスをk+1サ イクル 目のイ ンター フェイスに置き換 えるとい うことである。

7.4 リアル タイムの工程管理手法へのIFM (t) の応用

多工区同期化工法の ように複雑 な工程や詳細な工程計画がな されてい る工事では、工程の進捗状

況を常に把握 している必要があるとともに、在来工法に比べその意義 も大きい。 なぜな ら、在来工

法は1つ の工程 の作業す る時間が 日単位 (短 くても半 日) であるのに対 して、多工区同期化工法で

は時間単位 (短い ものは15分) で計画 されているか らである。 このため、各工程のフロー トも短

く工程 の遅れ が他の工程へ及 ぼす影響が大きい。そのためにも、今 どこで作業が行 われているか直

接現場 にいかないで現場事務所等で知 ることがで きれ ば管理者に とって非常に有効 であ る。また、

進捗 の把握 と同時に、次工程の表示や遅れ工程の警告等が表示できるよ うな掲示板が現場 にあれば

詳細 な工程のため作業者 が工程を把握す るのが困難 な場合 に手助 けともなる。

この よ うに、各作業者 に次の作業内容 を指示 した り、作業の遅れを管理者や作業者 が常に認識す

ることによ り、 よ り緻密で状況に即 した リアル タイムの工程 の管理が可能になる。

次に, イ ンター フェイス ・マ トリクスにサイ クル数及び時刻 を変数 と して組 み込み、 工事の進行

過程で リアル タイムに工程統制 を行 うための演算手法について述べる。演算では工程 の終了ととも

にマ トリクスが書 き換 え られ 、開始可能工程やネ ック工程が検索 され る。また、このマ トリクスか

ら次サイクル分の工程計画 も作成 され る (図7-2)。

図7-2 インターフ ェイス ・マ トリクスによる リアル タイムの工程計画管理 フロー
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イ ンター フェイス ・マ トリクスによる リアル タイ ムの工程統制の手法は次の とお りであ る。

1) 工程終了の処理

イ ンター フェイ ス ・マ トリクスのイ ンターフェイスの値 を工程が終了する度に書 き換 える。マ ト

リクス中の要素の値 を書 き換 えることによ り、工程の進捗状況 を表 わす ことができる。

2) 開始可能 工程の検索

開始可能工程 とはある工程 が終了 した とき、次に開始す ることができる工程である。す なわち、

終了 した工程 の直接後続作業が開始可能工程 となる。開始可能工程は書き換 え られ たインターフェ

イス ・マ トリクスか ら検索 され る。

開始可能工程の検索は次の方法により行 う。 ここでは、その終了 したクルーだけではなくすべて

の工程 について検 索対象 としてい る。

書 き換 えられ たインターフェイス ・マ トリクスR (k', t') において他の工程要素にイ ンター

フェイスをもたない要素が開始可能工程である。つ まり、工程要素jに インターフェイスをもつ工

程要素の (i1, j), (i2, j), …がすべ て (j, j) より大きい とき工程要素jは 開始可能工程

で ある。 これ をすべての工程要素jに 対 して検索す る。

3) ネ ック工程の検 索

あるクルー (職種) が他の工程 の影響 を受けて無作業状態になっていることをその クルーが手待

ちの状態にあるとい う。これ は、前工程 が未終了のためにその工程の終了を待っている場合である。

ここで、現在作業 中ではなく、かつ検索 された開始可能工程の中に 自クルーの工程がないクルーが

手待 ち状態 にあるクルー である。そのクルー に対 して クリティカル となっている工程がネ ック工程

である。

ネ ック工程 の検索 は次の要領 で行 う。

(1) 開始可能 と作業中のすべての工程を終了 とみな しインターフェイス ・マ トリクスを書き換 える。

(2) 書 き換 え られたイ ンターフェイス ・マ トリクスの開始可能工程 を検索す る。

(3) 開始可能工程 が手持 ちの クルーに該 当 しているときこの工程要素が手待 ちの工程要素 となる。

手待ちの工程要素がない場合 には (1) か ら (3) を繰 り返す。

(4) 手待 ちの工程要素がイ ンター フェイスに もつ工程要素で作業中または開始可能工程であるもの

を捜す。該 当す る工程要素があれ ばそれがネ ック工程である。該 当す る工程要素がない場合 は

(4) を繰 り返す。
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このイ ンター フェイ ス ・マ トリクスで取 り扱 う工程要素 とは作業以外の もので もイ ンターフェイ

スを持つ ものであれば構わない。また、ある時点での終了 した状態 のR (k , t) は、次の時点で

開始 され るサイクル を表わ しているため、これ をもとに次サイクル工程や翌 日工程 を算 出すること

ができる。

図7-3 開始可能工程 ・ネック工程の検索モデル

4) 次サイ クルにつ いての工程計画

書 き換 えられたイ ンター フェイス ・マ トリクスで、ある時刻以降の次サイ クル の工程や翌 日の工

程の計画工程を作成する。 これ は、 このインターフェイス ・マ トリクスがある時刻以降の1サ イク

ル分の工程の作業順序 (インター フェイス) を記録 しているか らである。 これによ り、実績 に即 し

た リアル タイムの工程計画が可能 とな った。

次に、進捗状況が記録 されてい るイ ンター フェイス ・マ トリクスR (k, t) によ り、時刻t以 降の

計画工程を作成する手法を述べる。 この ときのインター フェイス ・マ トリクスは時刻tか ら1サ イ

クル分の工程要素の順序関係 をイ ンターフェイ スとして保持 している。

基本的な計画 フロー は前節のサイ クル工程計画手法 と同 じである。次サイクルの工程計画はつ ぎ

の手順で行 なわれ る。

(1) イ ンターフェイ ス ・マ トリクスのオーダ リング

インターフェイス ・マ トリクスをサイクル順 にオーダ リングする。 この場合、到達司能行列の計

算は行 なわない。す なわち、中身の仕事 (対角線上) のサイクル数の大きさ順 に要素 を並びかえる

(表5.2 表5.3)。

(2) 作業時間の定義

習熟効果 によ り歩がか りが向上 した場合や作業者 の人数 が変化す る場 合に対応 して必要作業時間

を定義す る。

(3) 最早 開始時間の演算

最早開始時刻 および フ リー フロー トの演算を行な う。 これはサイクル工程計画の場合 と同 じアル

ゴリズムによ り計算 され る。 しか し、 ここで演算に用い られ るインター フェイス ・マ トリクスはサ
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イ クル数が要素に書 き込まれているR (k, t) である。 この とき、要素iの サイ クル数kiiに 持つイ

ンター フェイスのサイクル数kijが 同 じ値 の場合その要素のイ ンター フェイス として認識 され演算

の対象 となる。 これは、kiiよ り大きい ものは次サイクル以降にインターフェイスを持っているもの

で、小 さい ものは も うす でに工程が終了 してい る場合であ る。

表5.4お よび表5.5は 次節で述べ る適用事例での計算結果であるが対角線上の数値は各工程要素

の作業時間で ある。

(4) 作業時刻の調整

最早開始 日程 の演算結果よ りバーチャー トを出力す る (表5.6)。 ここでクルー別に出力 し、作業時

問の重複 を確認す る。

同一 クルー内で作業時間が重複する場合、これを調整 し、必要があれば、インターフェイスや作

業時間を変更 し、計算 を繰 り返す。

(5) 次サイ クルエ程 の作成

以上の結果をもとに、時刻tか ら1サ イクル分 の計画工程が作成 され る。 また、次サイクル工程

の第1日 分は翌 日の工程計画で もあるため、この手続 きを毎 日行 な うことによ りその翌 日工程を毎

日提示す ることも可能 である。

7.5 本章 の結論

【成果 】

*工 事 の進行状況 に応 じて、時刻tに お けるIFMの 状態 を書 き換 え られ るように した

*こ れ によ り、IFMの リアル ・タイムでの工程計画 ・管理手法への応 用が可能 となった

POS (Point of Sales) にな らいPOP (Point of Production) と名付 けた

【第7章 に関す る主要既発表論文 ・講演】

・工程要素間のインター フェイスに基づいた リアル タイムの工事管理手法の開発 (1988)
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第8章 垂直 ・水平の工区複合モー ドを組み込んだ多工区同期化工程の作成

8.1 は じめに

8.1.1 ジ ョブ工区におけるサイ ト工 区分割複合化が必要 な理 由とその解決策

本章では, 水平 ・垂直に分割 された繰返 し工程を工程要素 (のまとま り) ごとに工区規模 を変え

て複合 し, 高次の多工区同期化工程を作成す る手法について述べ る。

通常, 多工区同期化工程では基準階単工区モデルか ら出発 し, 階毎の分節 を前提 に1階 分をさら

に水平工区分割す る。その単位 をサイ ト工区 と呼ぶが, この とき, ジ ョブ工区分割 (工程分割) の

1単 位 は各サイ ト工区に対応 してお り, 各 ジ ョブ工区工程 のサイ クル 工程 も同一 である。

この ように一様 なジョブ工区分割を した場合には, 工程の単純化がはかれ ると同時 に繰返 し効果

も大 きいので生産効率が上がることはこれまで多 くの実例で実証 されている。 しか し, 条件 によっ

ては, このよ うに一様 な分割法 に変えて, 特定のジ ョブ工区工程を垂直 ・水平にま とめ, それぞれ

を異な る大 きさとタイムモデ ュール を持つサイ ト工 区分割に対応 させ た方が望ま しい場合 がある。

例 えば次の ような場合がある。

1) 既存構造物の解体工事や地下工事の都合によ り, 階 ごとに地上階の施 工を進め ることができず ,

水平に分割 された一部 の工 区を先行 して工事 を進 めなければな らない場合。

2) 鉄骨柱 の各階への分節や, スラブ ・コンク リー トの水平1工 区分の打設 など, 1サ イ ト工区単

位 の施工量 ・部材規模 が小 さす ぎるか, そのために不必要な分割作業が強い られ る場合。

この ような場合 には, 適宜相 当す るジ ョブ工区に対応す るサイ ト工区分割 を大きくす ることが必

要 となるが, その ときには各ジ ョブ工区の水平 ・垂直の工区複合数 の最大をそれぞれm, nと して

m×nの 工区を含むインターフェイス ・マ トリクスの計算 を行わなければならないため, 計算に困

難 をきたす。

著者 らはかつて, イ ンデ ックス ・テーブル と呼ぶ全階数の全水平工区分割数 と工程要素群 を両軸

にとったマ トリクスに より, この複雑 な構 工法計画問題 を解 く手法 を提案 した1。その概要について

は次項 にま とめて紹介す るが, この方法にもやや複雑 なところがあった。本章の次節以降では, 第

6章 の成果にもとづ き, 工区間での工程要素のイ ンター フェイスにもとついたよ り簡便 な手法 を開

発 した結果 について述べ る。

8.1.2 イ ンデ ックス ・テー ブルによる解法の概要

イ ンデ ックス ・テーブル の基本的なアイデアは次のよ うなものである。すなわち, IFMに よって

全 工区にわた る全工程要素 を一つずつ計画管理 しよ うとすれば, 工程要素の次元は繰 り返 し数rを

基準階工程1サ イ クル に含 まれ る工程要素数nに 乗 じた値 とな り, IFMは 結局 (n×r)2の 大 き

さとなって事実上計算は不可能 となって しま う。そ こでこの ような難点を回避す るため, 工区およ

び工程要素群を両軸に とったインデ ックス ・テーブル (以下IDXT) を用い ることとし, その要素

としてあらわ された工区 ・工程 を媒介に, 工程要素間のIFを あ らわすn×nの 行列の計算を組み合

1 1988年, 第4回 建築生産と管理技術シンポジウム論文。この内容はすでに浦江真人氏の学位論文中に収めら

れているが, 比較のためその概要を 「8.1は じめに」に含めて紹介することにした。
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わせ るこ とによって全サイ クル, 全 工程要素の工程 を扱 えるよ うに したのである。

以下に, IDXTとn×nのIFMを 用 いて開始可能工程 を検索す る方法, お よびそれ にもとづいて

次のサイクルに含まれ る工程要素の工区を確定する方法, さらにマイルス トンを設定す ることによ

って適 当な工区工程 を求める方法 を順次述べ る。

●IFM, IDXTの 定義

始点、終点が明確 に決められ た一種の工程要素の工程順序 をあ らわすIMFを , 単工区モデルのI

MFと 呼びIMF1と 記す。工区境が空間的にも日程的にも確立 した工 区はすべて単工区モデル と

して扱 うことができる。 工区間のIFを あらわすIMFと して本研究では他 にIFMWとIFMH

を用 いる。前者は上下の工区間のIFを 表す行列、後者 は隣接 工区間のIFを 表す行列である。隣

接 関係は、上下関係 と異なって先行後続関係があいまいであるため、後述す るようにIFに 関する

演算 は複雑にな る。

イ ンデ ックス ・テーブルIDXTは 縦軸、横軸 にそれぞれ工区、工程要素をとり、その要素 (i,

j) を、i工 区のj工 程要素が狩猟 した場合に0、 それ以外 の場合 に1と した行列である。工事開始

時には、 と行 く低の工程要素を欠 く工区がある場合を除 き、全ての要素が1と なってお り、工事の

進行に伴って対応す る工区 ・工程が0に 書き改 められ ていく。

●開始可能 工程 の検索

ここで言 う開始可能工程 とは、ある時点で未終了の工区 ・工程要素の組の うち、先行する工区 ・工

程要素 を全 く持たないものを指す。 これ らは一つの工区 ・工程要素が終了す るたびに計算 し直 され

る。

p工 区のq要 素が終了す ると、それに直接後続す る工区内の要素、または工区外の要素が開始可

能 な要素の候補 として検索 され る。

RFS: あ る時点で開始可能な工区全体の集合

IDX (p, q)→0

IFM1 (q): p工 区内の直接後続要素

IFMV (p, q): p工 区の上階の直接後続要素

IMFVは 上下 工区のIFを 表す行列

IFMH (p, q): 隣接 工区の直接 後続要素の候補

IFMHは 隣接工区区間のIFを 表す行列

ただ しここでの隣接工区は空間的相 関関係 だけに着 目した もので (常にp工 区が先行 と仮定)、

IMFH (p, q) が実際 (p, q) に後続す ることを必ず しも意味 しない。実際の後続要素 (f,

g) を求めるのには、IDXTを 用いる。すなわち、(f', g')∈IFMH (p, q) について、IDXT

(f', g')=1 ((f', g') が未終了) な らば (f', g') は後続要素、IDXT (f', g')=

0 (終了) な らば (f', g') は先行要素。

これ ら後続 要素群の任意の要素について、それが工区内および先行工区に未終了の直接先行要素

を持たない場合に限 り、それは開始可能工程 となる。ただ し、IMFHT (r, s) については、特定

の工区毎に未終了の直接先行要素がない こと、あるいはすべたが未終了であること (その工区を後

続 とし うるこ と) を確認す る。

∀ (r, s)∈IMF1 (q) ∪IFMV (p, q) ∪{(f, g)}

IFM1T (s): r工 区内の直接先行要素

IFMVT (r, s):(r, s) の直接先行 要素
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IFMHT (r, s): (r, s) の直接先行要素の候補

も し、IDXT (r, x)=0, ∀x∈IFM1T (s)

IDXT (a, b)=0, ∀ (a, b)∈IFMVT (r, s)

かっyi, {yi|(yl, z,)∈IFMHT (r, s)} について

IDXT (yi, zj)=0ま たは1 (∀j)

が同時 に成 り立つのであれ ば、(r, s) は開始可能工程。(p, q) の終了によって新 たに開始可

能になる (r, s) の集合RFSpqと あ らわせ ば、RFSは 次の ように更新 され る。

RFS=RFS-(p, q)+RFSpq

●サイ クルへの工区番 号の割付け

上述の開始可能工程を用いて、一連 のサイクルに含まれ る各工程要素に工区番号 を割 り付けてい

く方法について述べる。ここで言 うサイ クル とは周期的に施 工され る一群の工程要素の集合 を指 し、

それぞれは時系列 的に並べ られ るためサイ クル番号 を持 つ。

工区境 が揃え られているに して も、工程要素によ り工区分割が異なることがあるため (ex . 鉄

骨 を2層1節 で施工す る場合な ど)、周期性は工区分割規模の最小公倍数 となって現れ るが、ここで

は計算の便宜のため1工 区を単位 としてサイクル を定義す る。

各サイ クル への工 区番号の割 り付 けは次の手順に よる。

(1) kサ イ クルにおいて作業中の工程要素を一つずつ終了させ る。その都度、開始可能工程 を書き換

える

(2) kサ イ クル 内で一度 も終了 していない工程要素 を探 して、(1) を繰 り返す。 また複数工区を1施 工

単位 とす る要素 は、その工区数が繰 り返 され るまで終了させず 次サイ クル に繰 り越す

このとき、未終了の工区がある工程要素については、(い ずれの工区でも未着手の要素 を除き) 必

ずkサ イ クル を埋 めなけれ ばな らない。未終了の工区があ りなが ら開始可能工 区のない工程要素が

あ る場合 には、 さかのぼって割 り付けを変更す る

(3) kサ イ クルの開始可能 工程の検索がすべておわった時点で各工程要素 につきk+1サ イ クル の工

区番 号を選ぶ。その方法 は (1)、(2) に同 じ。

●先行マイルス トン工程 による工区工程の算出

開始可能工程を逐次検討 しながら次サイクル工程 に工区を割 り付けてい く方法によって全サイク

ル 工程を求 めることが可能であるが、その解 は無数 にある。 ここでは先行 のマイルス トン工程 を設

定す ることに よ り、そ こに最短 で至 る経路を探す方法につ いて述べる。

{(k, m)}: マイル ス トンとなる先行工区 ・工程の集合

{(k', m')}: {IFM1T (k, m)}: マイル ス トン工程 に各工区内で先行す る要素の集合

これ らの全てについて先行要素を順次求めてゆけばよいわけであるが、隣接工区の多 くが未終了

である可能性が強いため、工区間の先行後続 を定義 し難 い。そこで、現時点 までに終了 してい る工

区 ・工程を もとに経路 を求め る方法 を とる。

(1) 現時 点での開始可能工程 (KK1) の中に {(k', m')} の要素 (k'1, m'1) があれ ば、

それ を順次終了 させ開始 可能工程 を書き直す (KK1)。KK1の 中に {(k' , m')} の要素がな く

なれ ば (あるいは初めか らなければ)、KK1を 全て終 了させ る

(2) そのときに開始可能工程 (KK2) を検索す る。その中に {(k', m')} の要素 (k'2, m'

2) があればそれ を順次終了 させ、KK2を 書き換 え、以下を計算する。
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IFM1T (k'2, m'2)∩KK1 (1)

IFMVT (k'2, m'2)∩KK1 (2)

IFMHT (k'2, m'2)∩KK1 (3)

IFMHT (k'2, m'2) は (k'2, m'2) の直接先行要素を含む集合であって、直接先行要

素そのものではないことに注意。(1)、(2)、(3) の結合が、(k'2, m'2) を開始す るため

に終了 させてお くことが必要な先行要素の集合 を含む集合F1で ある。KK2の 中に {(k', m')}

の要素 がな くなれば、F1=iUFiと し、KK2を 全て終了させる。

(3) 同様 にKK3、F2を 求 める。

(4){(k', m')} の要素が洗 い出 され るまで繰 り返す。

(5) Fjの 層の順 に選 ばれたサイクルがマイル ス トンに至る最短経路である。

8.2 工区の異 なる工程要素 間のIFに よる複 合モー ドの多工区同期化手法

8.2.1 工区の異な る工程要素間のIF

a) 上下左右 で隣接す る工区間で同一工程要素が持つ工程関係

: 異 なるサイ ト工区の工程要素間の工程関係

上下左右に連続す る工区単位 について考えてみる。異なる工程要素については, これまで述べて

きた ように, ジ ョブ工区が異なればサイ ト工区 も異なることになって, 両者の間にIFは 存在せず,

したがって先行 ・後続 関係 もない。一方, 隣接す る工区間にお ける同一工程要素のイ ンターフェイ

スについては, 上下階の関係 と水平の隣接 とで意味合いが異なる2。上下階では支持関係によるイ ン

ターフェイスが存在す ることがあるため3, その場合, 上階の要素が下階のそれ にIFを 持つ。水平

の隣接 関係 では どちらを先に開始 してもよいが, 計画上は この よ うな恣意性 を積極的 に許す ことの

意味はほとん どな く, また, 他の工程要素 とのIFを 考えるといっそ う複雑にな るか ら, サイ ト工区

番号の若 い工区 (先行す る工区) の同一工程要素が先行す るとい うことに してお く4。

a-1) 上階 の工程要素は下階の同一工程要素が終了す るまで開始す ることはできない。

a-2) 隣接工区間では, サイ ト工区番号の若い工程要素が先行 し, サイ ト工区番号の大 きい工程

要素が後続す る。

b) 自由先行要素と自由後続要素のジョブ工区移動と制限

: ジョブ工区工程内での工程要素の移動

各 ジ ョブ工区の 自由先行要素, 自由後続要素については, それ をさらに先行, あるいは後続する

ジ ョブ工 区に移動す るこ とができるが, い くつかの制限がある。

2 6章 参照。上下階と水平隣接階でこのような違いが出るのは, もともと単工区の基準階工程では上下階の重

な りが無い もの としているか らで もある。

3  2章 参 照。

4 異常作業が発生 して順番を逆転しなければならない場合や, 手待ち作業を発生させないために任意の工区で

開始可能作業を検索 し, 作業を割 り当てようとする場合 (第7章 参照) はこのかぎりではない。
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図8-1

鉄骨建方の ように, 最先行工区の 自由先行要素は, 制限な く先行 ジ ョブ工区に移動できる。最後

続工区の自由後続要素も同様 である。先行す るジ ョブ工 区を持つジ ョブ工区の 自由先行要素は, そ

れが単工区の基準階工程 で先行 ジ ョブ工区の工程要素にIFを 持たない限 り, 自由に先行できる5。

しか し, そ うでない場合 は, ジ ョブ工区分割以前にIFを 持 っていた直接先行要素の うち最遅終了の

もののジョブ工区, またはその次の工区まで しか, 移動できない6。 ここでは, 一般的に成立可能な

条件 として, 「次の ジ ョブ工区」 をとる。 自由後続要素 についても同様 である (図8-1) 。

自由先行 (後続) 要素を先行 (後続) す るジ ョブ工区に移動 させた場合 , その直後 (直前) の工

程要素が新 たにそのジ ョブ工区内で 自由先行 (後続) 要素になることが ある。 この場合 , これ を先

述の条件の範囲内で 自由に先行 させ る事ができる。図8-1右 端 の2要 素を例 えばスラブHコ ン打設

お よびスラブ型枠解体 として読めば, スラブ型枠解体を数工区後に移動 させ , その範 囲でスラブH

コン打設 を後続 のジ ョブ工区に移動 させ ることがで きる。

注意 しなけれ ばな らないのは, この操作が同一 ジ ョブ工区内でのことであって, 異 なるサイ ト区

間での工程要素のIFは 無視 してい ることである。これを含んで扱 うには, (a) の条件を合わせて

考 えなければならない。(a) は異なるサイ ト工区の工程要素間の関係 であ り, (b) は同一サイ ト

の ジ ョブ工区間の工程要素の関係 を扱ったものであ る。

以上を整理す ると次の ようにな る。

b-1) 自由先行要素は, (a-1), (a-2) の制限の範囲内で , ジ ョブ工区分割以前の直接先行

要素の うち最遅終了の ものの次の ジョブ工 区まで移動で きる。

b-1')(上 記 の特殊 な場合 として) 最先行ジ ョブ工区の 自由先行要素は , 自由に先行 (ジ ョブ)

工区に移動で きる。

b-2) 自由後続要素は, (a-1), (a-2) の制限の範囲内で, ジョブ工区分割以前の直接後続

要 素の うち最早開始 のものの前のジ ョブ工区まで移動できる。

b-2')(上 記の特殊 な場合 として) 最先行 ジ ョブ工区の 自由先行要素は, 自由に先行 (ジ ョブ)

工 区に移動できる。

c) 仮設の取扱 い

5  この際 (a-2) も条 件 となっていることに注意。

6  当該工程要素の作業時間による。
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仮設は基本的に 「組 立」, 「解体」の2工 程要素に分解 され てお り, また両者が同 じジョブ工区に

存在 していないことが一般的である。仮設 の転用がない場合, 解体 は一般に 自由後続要素 となる。

仮設の転用は, 6章 で触れたよ うに, 同一構成材であ りなが ら異なるサイ ト工区間の工程要素の関

係 であ り, そのため同一 ジ ョブ工区工程 (基準階) のIFと は逆転 した向きのIFを 持つ (サイ ト工

区間では逆転 していない)。その転用サイクルが直接資材量に関係するため , これを工程要素間のイ

ンターフェイス と して取扱 えるよ うに してお く必要が ある。

仮設の転用には, 任意 の工区数先行す るサイ ト工区か ら転用 され る場合 と, その特別 な場合とし

て, 直下階, またはさらにその下の階か ら転用 され る場合がある。後者の場合には, 水平工区分割

数 をモー ドとしたIFの 操作が可能である。

仮設の 「組 立」, 「解体」の間 には, 仮設 の利用期間が あ りこれに (同一サイ ト工区内では) 誘引

要素 としての他の工程要素が含 まれ る。 足場の場合には, それ を必要 とす る工程要素が これにあた

る。RC造 の躯体工事に用い られ る型枠の場合 には, 仮設 を直接必要 とす る作業はコンク リー トの

打設 であるが, 工程 を考える上ではさらに型枠存置期間 を考慮 しなけれ ばな らない。型枠存置期間

には作業を必要 としないが, これ を担当職種 と作業量がない工程要素 として他 と同等に取扱 うこと

ができる。

c-1) 転用先のサイ ト工区の 「仮設組立」は, 転用元サイ ト工区の 「仮設解体」および 「仮設を

要す る作業」にIFを 持つ。

c-2) 仮設 がk階 下の階か ら転用 され るとき, 転用先の 「仮設組 立」は水平サイ ト工区分割 をk

倍 した数だけ先行す るサイ ト工区の 「仮設組立」お よび 「仮設を要す る作業」 にIFを 持つ。

c-3) 型枠存置期間は職種, 作業時間のないダ ミーの工程要素 として同一サイ ト工 区の 「コンク

リー ト打設 」にIFを 持 ち, 「型枠解体」か らのIFを 持つ工程要素 として扱 う。

8.2.2 IFと しての取 り扱 い

階数, 水平工区分割数mを モー ドとす るルール。

階数 をn (1≦k≦n), 水平工区分割数m (1≦i≦m) として

k階i水 平サイ ト工区の通 し番 号は, s=m×k+i

仮設転用のモー ド:

k階 下か ら転用す る場合Ctid (s-k×m)←Ctia (s)

ただ し, 型枠存置期間piに ついては次のよ うな関係 があ る。

(組立)←(打 設終了)←(存 置期間)←(解 体)

8.3 複合サイ ト工区分割型 多工区同期化工法の工程計画

8.3.1 ジ ョブ工程 (工程要素) の垂直合成と水平合成

図8-2は4つ の水平サイ ト工区分割数に対 して6つ のジ ョブ工区 (工程要素) を持つ ジョブ工区

工程の最先行工区を2階 分垂直合成 し, さらに最終工区を1階 分水平合成 した例 を示 した ものであ

る。最初のジ ョブ工区は鉄骨建方, 最後のジ ョブ工区をスラブ ・コンクリー ト打設 としてみ よ う。

鉄骨建方 を2層1節 として2サ イ クル先行 させると, 後続の工程は鉄骨建方 と干渉す ることな く,

後続できる。 同様 に, 各サイ ト工区のスラブ ・コンクリー ト打設を各階の最終サイ ト工区のそれま

で遅 らせ ると, 1階 分のコンク リー ト打設 をま とめて施工す ることができる。 コンク リー ト打設の

作業ティームは この場合4タ イムモデ ュールでw1サ イ クルの ところ, 1タ イムモデ ュール分 しか
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図8-2 ジョブ工区の 垂直 ・水 平統 合

稼動 していないので, 完全同期化はな されていない。鉄骨建方 も本来同期化は保障 されていないが ,

この例示では, 柱 は2層1節 の長 さを持つが, 限 られた本数 を毎タイムモデュールに建 てることと

し, 完全 同期化がはか られた もの としてい る。

このよ うに, 単工区基準階工程か ら任意の工程要素のそれぞれについて任意の単位 の垂直 ・水平

サイ ト工区分割 をもつ複合サイ ト工区分割型多工区同期化工程 を作 り出す ことが可能である。寄 り

複雑な例 としては, 積層 工法で適用 され る鉄骨の建方工程 (図8-3) がある。 これは, 柱長 さを十

分長 く保 ってお きなが ら, 歪み直 しが容易なよ うに各柱の接合位置 を変 えた ものであ る。

8.3.1 IFMに よる複 合サイ ト分割型多工区同期化工法の計画

8.4 本章 の結論

【成果 】

*水 平工区分割 法を、垂直工区分割法、任意の水平 ・垂直工区分割の組合せ による工区分割 法に拡

張 した

*行 列の次元を大 きくせず にIFMの 演算 を可能 にす る方法 として、インデ ックス ・テーブルIDXT

を用いる方法 と, ジョブ工区間のインターフェイスをサイ ト工区分割数のモー ドとして解決す る方

法の二つを示 した

【第8章 に関す る主要既 発表論文 ・講演】

・垂直工区分割 工法の工程計画 と評価 (1987)

・水平 ・垂直 に工区分割 され た工区の工程順序化 (1988)
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